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概要

日本の一般廃棄物処理は、ごみ排出量の急増と最終処分場の残余年数の減少とで、極

めて厳しい状況にある。全国の各自治体は、ごみの減量に対する政策としてこれまで

様々な広報活動などを行ってきた。しかし、それだけではごみは一向に滅少する兆し

が見えてこない。

ここまでごみ排出量が急増したのは、人々のライフスタイルの変化によるところが

大きい。また、ごみの処理に対して、自分がどれだけの費用を負担しているのかを明

確に把握できる状況にないため、コスト意識の乏しさから、ごみ問題に関心を抱きつ

つも、ごみを減量化させるための行動に結び付かないのが現状である。

そこで注目したのは、近年、ごみ減量化政策のなかでも話題になっているごみの有

料化政策の導入である。様々な角度からこの政策を検討したところ、ごみ減量のため

の政策として最も有効かつ効率的であるという結論に達した。なかでも最重要関心事

であるその減量効果については、ダミー変数を用いた実証分析によって有意となり、有

料化政策の導入が待たれるばかりである。

有料化政策はごみの減量化だけではなく、地方財政の危機を緩和させるために役立

つことや、有料化政策がごみ減量のための好循環を生むことも期待できる。

しかしながら、その実施方法によっては問題が生じかねないことも事実である。そ

の地域特性に見合った制度の設計を行うとともに、住民の理解を得られるような行政

側の姿勢が求められる。

キーワード：ライフスタイルの変化・ごみ処理コストの明確化・経済的インセン

ティブ・ごみ排出量を規定する要因・有料化の有効性・減量の好循環
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1 はじめに

近年、日本においても地球環境問題に対する関心が高まってきている。1997年12月

に京都において地球温暖化防止京都会議（COP3）が開かれてからのちは、特にその傾

向が顕著である。この問題に対する関心の高まりは、「無限で劣化しない地球」という

20世紀の常識が、すべての地球環境問題の原因となっていることが明らかになってき

たためであると考えられる。そこで、今度は「有限で劣化する地球」という新たな認

識と、それを前提とした上での、生産者・消費者の行動が求められてくるわけである。

しかし、すべての問題を「地球環境問題」とひとことで表現してしまうと、個々の企

業や人々は、「自分は何をしたらいいのだろうか」「自分ひとりが行勤しただけで何が

変わるというのだろうか」という疑問にぶつかるだけで、実際に行動を起こすには至

らない場合が多い。そこで、問題をより細かく見ていく必要が生じてくる。

視点を経済社会システムの問題に定めると、「無限で劣化しない地球」を前提に営ま

れてきた20世紀の経済社会は、「大量生産・大量消費・大量廃棄」の一方通行型システ

ムを生み出し、定着させてきたことが見えてくる。このような経済社会システムの下

で、生産者および消費者は、資源を枯渇させるとともに必要最低限度を大きく上回る

廃棄物を発生させてきた。以上のように振り返ると、これからの生産者・消費者の行

動において必要な点は、経済社会システムを「資源循環型」にしていくことであると

考えられる。

より身近な資源と廃棄物の問題、いわゆる「ごみ問題」に対する人々の関心は非常

に高い。しかしながら、それを減らしていくための行動をとるのは、ごく限られた企

業もしくは人々だけなのが現実である。ごみ問題に関しては、地球環境問題としての

認識とともに都市問題の一つとしての認識も重要である。現在、日本の一般廃棄物の

最終処分場の残余年数は10年を切っている。そして、新たな処分場の建設は困難であ

り、その見通しすら立たない自治体が数多く存在する。都市問題としてごみ問題を見

てみると、地球環境問題として見るよりも、それがもっと身に迫った問題であること
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が分かってくる。そして、その解決への取り組みの必要性がより明確になってくるの

である。

そこで今回は、地球環境問題という大きな枠組みのなかでごみ問題を捉えつつ、都

市問題としてのごみ問題に焦点を当てて考えていきたいと思う。個々の自発的な行動

を待つだけではごみ問題が一向に解決へと向かわないとなると、今度は、廃棄物処理

を担う地方自治体による政策が行われるわけだが、実際に行われているのは、各々の

ごみの減量化を求める広報活動に終始している場合が多く、その政策目標は達成され

ていない。

では、ごみの減量化のためにはどのような政策が有効なのだろうか。本研究では、ま

ず、日本の一般廃棄物処理の現状を把握し、それに対する減量化政策を考える（第2

節、第3節）。それを踏まえ、近年、減量化政策として注目され続けながらもその導入

の進まない、家庭ごみの有料化について、その有効性を分析により明らかにするとと

もに、現在の実施状況から今後の導入とその成功に向けた検討を行う（第4節、第5節、

第6節）。さらに、特に導入が難しいとされる大都市における有料化についてその原因

を探り（第7節）、加えて、地方財政面から見た有料化の意義を考え（第8節）、有料化

の問題点についても検討した上で（第9節）、今後の家庭ごみ有料化政策のあり方につ

いてまとめたいと思う。
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2
一般廃棄物処理の現状

2．1
一般廃棄物とは

本研究は、「ごみ」に関する問題を考えていくものであるが、ひとことで「ごみ」と

言ってもその分類は多岐に渡っている。我が国における廃棄物の分類は、1970年の「公

害国会」で制定され、1991年に初めてかつ大幅に改正された『廃棄物の処理および清

掃に関する法律』（以下「廃棄物処理法」とする）によって規定されている。それをも

とに厚生省がまとめたものが図表1である。

廃棄物処理法では、廃棄物をまず「放射性廃棄物」と「一般の廃棄物」に分類して

いる。ここで言う「一般の廃棄物」とは、放射性廃棄物以外の廃棄物と考えるのが妥

当であろう。その「一般の廃棄物」は「産業廃棄物」と「一般廃棄物」とに分類するこ

とができる。「産業廃棄物」とは、「燃えがら」「汚泥」など、廃棄物処理法で定める6

種類と、政令で定める13種類の計19種類の廃棄物のみを指す。一方の「一般廃棄物」

は、廃棄物処理法によると、産業廃棄物以外の廃棄物をすべて含むということになる。

さらに「一般廃棄物」の中身について細かく見ていくと、その発生源別に「生活系」

と「事業系」に分類されている。ここでは、発生源をより明確にするために「生活系」

を「家庭系」と呼ぶことにする。

「家庭系一般廃棄物」は、日常生活から排出される廃棄物であり、「ごみ」と「し尿・

生活雑排水」とに分かれる。「ごみ」は、「普通ごみ」と「粗大ごみ」とに分類され、「普

通ごみ」は紙ごみ・生ごみなどの「可燃物」と金属・ガラスなどの「不燃ごみ」とに分

かれる。プラスチックに関しては、市町村によって「可燃ごみ」としているところと

「不燃ごみ」にしているところの両方が存在するが、厚生省による分類表でも双方に含

まれていることが分かる。

一方、「事業系一般廃棄物」は、事業活動に伴って発生する廃棄物で、先に述べた19

種類の産業廃棄物に含まれないものを言う。具体的には、オフィス・デパート・スー

パーなどの事業者が排出する紙ごみや生ごみ、プラスチックなど、一般家庭が排出す
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る「普通ごみ」とほぼ同一のものを指す。

次節以降で対象とする廃薬物は、「家庭系一般廃棄物」のなかの「普通ごみ」である。

したがって、以下ではこれを「家庭ごみ」と呼ぶこととする。また、その性質の同一性

やデータ処理上の理由から、「事業系一般廃棄物」についても、内容によっては「事業

系ごみ」として同時に考える必要も生じてくるであろう。また、「家庭系一般廃棄物」

のなかの「粗大ごみ」についても同様である。
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図表1：廃棄物の分類
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2．2 ごみ排出量の推移

ごみに関する全国的なデータが公表されるのは、およそ4年後であるのが現状であ

る。したがって、ごく最近の傾向について見ることができないのが、その対策の遅れ

を生じさせる原因なのかもしれないが、ここでは、少なくとも現時点で明らかになっ

ているデータを最大限に用いることにする。

図表2は、昭和50（1975）年度以降のごみ総排出量と、1人1日当たり排出量の推移

を示したものである。基本的にごみ総排出量と1人1日当たり排出量は同じ傾向にあ

る。これ以前の1970年代初めまでは、経済成長率に比例してごみ排出量も急激に増加

していたが、1973年のオイルショックを境に増加は落ち着き、横ばい傾向が続いてい

た。しかし図表2が示すように、昭和59（1984）年度から再び大都市を中心としてご

みの排出量が急増している。さらに、昭和62（1987）から平成元（1989）年度までは、

対前年比3～4％の増加が見られる。その後、数年はほぼ横ばい傾向となっているが、

この傾向が続くのかは、今後のデータを見てみないとはっきりしない。しかし、横ば

い傾向が続いているとはいえ、ごみの排出量は以前として非常に高い水準にある。

それでは、ごみが増加した背景は何なのだろうか。まず、消費されたものがそのまま

廃棄されるとすると、ごみ排出量は消費量と関係していると考えられる。図表3は、消

費支出の推移を示したものである。消費支出は昭和50（1975）年以降増加を続け、今

日に至っていることが分かる。したがって、消費量が増加しているのであるから、ご

み排出量が増加する、言い換えれば、ごみが増加したのは消費が増加したためである

と考えることができる。

しかしながら、昭和59（1984）年度からしばらくの間、ごみ排出量は消費支出の増

加の度合いを超えた伸びを示している。この時期はちょうどバブル期と重なっている

わけだが、この時期に関しては、消費量の伸びだけでごみ排出量の伸びを説明するこ

とはできない。消費のほかに、この間の伸びを説明する要因は何なのだろうか。

「無限で劣化しない地球」を前提として営まれてきた20世紀の経済社会では、右肩

上がりの経済状態の下、企業は枯渇することのない資源を使って、大量の製品を造る
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ことができた。そして、企業がさらに発展するためには、モデルチェンジを頻繁に行

い、新製品を次から次へと市場に送り出すことが必要であるかのような状況を生み出

した。耐久消費材の頻繁な買い換えによる粗大ごみの増加は、このためであると考え

られる。さらに、生産力を飛躍的に拡大した企業は大量生産を行い、そして消費者は

それを消費し、廃棄していくという一方通行型システムが完全に定着していったので

ある。

また、女性の社会進出や、単身世帯の増加、高齢化などに伴う家事労働の省力化に

よる使い捨て商品の普及と個食の一般化、生活の個別化に伴う一世帯当たりの家電製

品類の増加、オフィスや教育機関におけるOA化に伴う紙ごみの増加も1980年代半ば

から始まるごみの急増を説明し得るものである。

したがって、バブル期のごみ排出量の異常な伸びは、消費の伸び以外に、このよう

な、景気の上向きを背景とした経済社会システムやライフスタイルの変化が、大きな

要因になっているのではないだろうか。そして、バブル期が去ったのちもごみ排出量

が元の水準に戻らないことは、いったん定着した経済社会システムや、身に着いてし

まった利便性を追求するライフスタイルはそう簡単には変わらないことを示している

のである。
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図表2：ごみ総排出量と1人1日当たり排出量の准移
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2．3 ごみ組成の推移

図表4は、可燃ごみの組成（乾物ベース）の推移を示したものである。これを見るこ

とによって、ごみの質がどのように変化していったかが分かる。およそ20年の間に、

紙・布類と合成樹脂類（プラスチック類）の占める割合はほぼコンスタントに増加して

いる。一方で、厨芥類（生ごみ）の割合は減少している。

図表5は、紙・プラスチックおよび衣料用繊維の消費量を示したものである。紙と

プラスチックに関しては、ほぼ同じ形で増加していることが分かる。また、その増加

の割合も大きく、1975年を100とすると、紙の場合、1960年が40だったのに対して

1990年には195となっている。プラスチックの場合はより顕著で、1960年が16だった

のに対して1990年には258となっている。1975年以前からもプラスチックの消費量は

急激に伸びていたが、それ以降の伸びもとどまるところを知らない。紙も同様におよ

そ2倍の伸びを示している。一方、衣料用繊維に関しては、1960年以降、一貫して横

ばい状態が続いている。消費の増加の割合が、そのままごみの増加の割合であると考

えられることから、このことは、図表4で見た、紙・布類の排出割合の増加が、ほぼ紙

の消費の増加によることも示している。

では、このようなごみの質的変化はどのようにして生じたのだろうか。以上のこと

から分かることは、単純に消費財の質的変化が起きたからだということである。

それならば、なぜ消費財の質的変化が起きたのかを検討することによって、ごみの

質的変化の原因も同時に解明することができるはずである。消費財の質的変化が生じ

たのは、プラスチックなど、新たな素材の登場とその普及とともに、より便利なものを

求める消費者のライフスタイルの変化によるところが大きい。そして、それには、前

小節で述べたように、女性の社会進出や単身世帯の増加、高齢化などに伴う家事労働

の省力化による使い捨て商品の普及が影響していると考えられる。また、なお多くの

人々がここで挙げた状況には該当しないわけだが、使い捨て商品の利便性はそれだけ

で十分に魅力的なものである。家事労働の簡易化は、専業主婦に対しても、浮いた時

間を自分の趣味などに充てて有効に使うことを可能にさせるため、好んで受け入れら
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jlたのだと考えられる。そして、より便利なものを求める消費者の期待に応えるよう

に、生産者もより便利な製品を造り続けていったのである。

このようにごみの組成は准移してきたわけだが、利便性を求める消費者の期待に応

えて造った製品は、一方で生産者にとっても製造するのに便利なものであった。しか

し、そゴ1らは同時に、焼却するにも、埋め立てるにも、リサイクルするにも厄介なも

のでもあったのである。特に1960年代から急増してきたプラスチックごみはその筆頭

である。

図表4：ごみ組成の准移（乾物ベース）

年度

（出典）（財）日本環境衛生センター（1997）
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図表5：紙・プラスチック・衣料用繊維消費量の推移
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2．4 最終処分場の残余容量および残余年数の推移

図表6は、一般廃棄物の最終処分場の残余容量および残余年数の推移を示したもの

である。ごみ問題が重大な問題であるとされる理由の一つに、この容量・年数の減少が

挙げられる。図表からも分かるように、ごみ総排出量の増加とともに減少してきた最

終処分場の残余年数は、平成7（1995）年度の段階で8．5年となっている。また、首都圏

（東京、神祭川、千葉、埼玉）だけのデータでは、その残余年数は4．8年とされている。

最終処分場の残余容量および残余年数の減少は、前に述べた、ごみ総排出量の増加

と処理が困難であるようなごみの増加が直接の原因である。しかしそれと同時に、新

たな処分場の確保が非常に困難な情勢であることも一因である。処分場の建設には多

額の費用がかかり、それは税金によって賄われることになる。そしてそれ以上に、悪

臭、衛生状態の悪化などに加えて、最近ではダイオキシン問題が注目され始めている

こともあり、処分場建設に対する住民の反対が根強いことが新たな処分場の建設を困

難にしている。処分場周辺に暮らす人々の生活環境など、市場を通さないコストが大

きくなってきているのである。

発生したごみは様々な経路を辿り処理されるが、結局は最終処分場に集められる。そ

して、どんなにごみの減量を訴え、実際に減量が図られたとしても、現代の経済社会

システムのなかでは、ごみを完全になくすことは不可能である。したがって、今後も

最終処分場の確保が必要不可欠であることは明確である。

都市の大小に関わらず、どの自治体も最終処分場の確保に困っている状態である。し

かし、特に首都圏では、現在利用している処分場が最後の処分場となる都市も複数存

在している。また、現在利用している処分場はあと20年ほど使えるが、その後につい

てはまったく見通しが立っていないという都市は大都市を中心として多いのが現状で

ある。

新たな処分場の建設が困難であることから、今後、最終処分場の残余容量が大きく

増加することは考え難い。しかしながら、ごみの排出量を減少させることによって残

余年数の減少を食い止め、増加へと転化させることは可能である。残余容量が増加し
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なくても残余年数を増加させることにより、最終処分場の利用を長期化させていくこ

とを、まずは目指すべきである。

図表6：最終処分場の残余容量と残余年数の推移
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2．5 ごみ問是の深刻化とごみの減量化

これまで見てきたように、現代のライフスタイルがすっかり定着した今日、何も有

効な政策を打ち出さなければ、今後もごみ総排出量は横ばい状態を続けるか、微増減

を繰り返すかで、大きく減量することはないと考えられる。また、ごみの質に関して

も、やはりごみ問題の観点から見た大きな改善は望めないであろう。その一方で、最

終処分場の確保は前小節で述べたような理由から、今後も困難な状態が続くことが予

測される。

首都圏や京阪神圏をはじめとする大都市圏では特にごみ問題が深刻化しており、す

でにごみ問題が都市活動や経済活動を制限するというような問題がクローズアップさ

れてきている。ごみ問題にはこのような損害のリスク以外にも、将来の税金上昇や生

活不安など様々なリスクを抱えている。したがって早々に、ごみ問題、特にごみの減

量化のための有効な政策が実行される必要がある。

ごみ問題には大きく分けて5つの側面があると考えられる。「公衆衛生（ごみの放置

による伝染病の発生）」「美観（収集日以外にごみを出すことによるアメニティーの低

下）」「処分場周辺の環境汚染」「最終処分場の限界」「資源の枯渇・地球環境問題」の5

つである。「公衆衛生」や「美観」に関しては、ある程度解決していると思われる。し

かし、それ以外については問題が比較的新しいこともあり、まったく解決には向かって

いない。しかし、残された問題の解決はこれまで述べてきたように重大であり、必要不

可欠なのである。これら3つの問題の解決には、様々な方法による「ごみの減量化」が

最も有効かつ求められているものであると考えられる。「処分場周辺の環境汚染」「最

終処分場の限界」「資源の枯渇・地球環境問題」の3つは、すべてごみの増加によって

発生もしくは拡大した問題であるからである。そこで、次節以降では、ごみの減量化

政策について考えていきたいと思う。
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3
一般廃棄物の減量化政策

3．1 3R原則とごみ問誼

ごみの減量化のためには、生産から廃棄に至る流れにおいて資源循環型システムを

構築することが必要である。そして、寄本（1999）によると、この資源循環型システ

ムを構築する際には、「3R原則」という優先順位があると言われている。「3R原則」の

3Rとは、3つのR、すなわち「1、Reduce（ごみの発生抑制）」「2、Reuse（容器など

の再利用）」「3、Recycle（再資源化）」を意味する。そして、資源循環型システムの構

築に際しては、この順に取り組むことが望ましいとされている。「3、Recycle（再資源

化）」はさらに、「同じ物質に戻すマテリアルリサイクル」「別の物質に戻すマテリアル

リサイクル」「燃やして熱エネルギーとして回収するサーマルリサイクル」という優先

順位が存在する。ごみの減量というとすぐにリサイクルが検討されがちだが、この原

則によると、より早い段階でのごみの発生抑制が望ましいということになる。

「1、Reduce（ごみの発生抑制）」は、生産、流通、消費の各段階で廃棄物を最小化

するよう努力するということである。具体的には、生産の段階では、ごみの出る製品

はこの時点で造らない、流通の段階では、運搬の際にケースや通い箱のようなものを

用い、段ポール箱のような一方向的な容器は使わない、消費の段階では、すぐにごみ

になるようなものは買わない、ごみになる容器に入ったものは買わない、といったこ

とである。

「2、Reuse（容器などの再利用）」は、一度使用したものを捨ててしまわずに再び利

用することである。具体的には、リターナブル容器の利用やフリーマーケット、職場

などで自分用のコップを用意し使用する、といったことである。

これら2つの取り組みを行ってもどうしても出てしまったごみに関しては、「3、Recycle

（再資源化）」を考えることになる。これは一度商品として加工されたものをもう一度

資源として利用することである。そのなかでも先ほど述べた優先順位を考慮する必要

がある。「同じ物質に戻す」のは、例えば金属の場合がそうである。「別の物質に戻す」

19



のは、ペットボトルを繊維の原料にするような場合である。このようなりサイクルが

不可能であったり非常にコストがかかるといった場合、あるいはこのようなりサイク

ルをすることによって、かえってエネルギーを消費してしまうような場合は、燃やし

て熱エネルギーとして回収することになる。

ここまででごみがゼロになることが完全な資源循環型システムであるが、実際には、

それを実現することはほぼ不可能である。そこで、どうしても出てしまったごみだけ

を最小化し、最終処分場に埋め立てるようになるのである。

3．2 減量の可能性

現在、日本各地で行われている減量のための取り組みは、自治体主導のものであれ、

住民によるものであれ、限界まで達しているとはとても言えない状態にある。リサイク

ル活動は始めていても、それ以前のごみの発生抑制や再利用に関して本格的に取り組

んでいる自治体は、日本全国3000以上の市町村があるなかでもほんのわずかである。

したがって、これから「3R原則」に基づいた取り組みを始めることによってごみの減

量化が図られる可能性は非常に高い。

また、視点を変えてごみの組成から見てみても、その多くを占めているのは紙、プ

ラスチック、生ごみであることから、ごみの減量の可能性は十分にあると言える。

そこで次小節では、特にごみ減量の第一段階である「Re（hce（ごみの発生抑制）」に

ついて、自治体の政策という形で行うための手段について考えていきたいと思う。

3．3 ごみ減量のための3つの手段

実際に自治体がごみの減量化を図るためには様々な手段が存在する。それらを分類

すると、「規制的手段」「啓発的手段」「経済的手段」の3つにまとめることができる。

ここではこの3つについて考えていきたい。
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3．3．1 規制的手段

規制的手段とは、規制基準値や目標の法制化、行政指導、自治体の直営事業といっ

た手段である。法制化された規制に関しては、多くの場合、違反者に対して罰則が適

用される。また、自治体の直営事業とは、直接のごみ収集・処理事業、ごみ処理場・リ

サイクルセンターなどの設立と運営のことである。

この手段は、達成目標が明確であり、適用の仕方も公平である。しかし、違反者を

特定し罰則を適用するためには常に監視体制が必要であり、ごみの排出という毎日の

生活のなかで繰り返し行われている行為に対してこれを徹底するとなると、非常にコ

ストがかかってしまうため、あまり現実的ではない。いくつかの自治体において定め

られた「ポイ捨て禁止条例」などはその良い例である。現在まで一度も罰金（2万円）

を課された人はいないという。しかし、規制的手段にはまったく効果がないわけでは

ない。法律や条例で規程されているということだけで、もしくは罰則を恐れて、人々

が違反に当たるような行動を避けるようになるという効果を生むことも確かである。

3．3．2 啓発的手段

啓発的手段とは、教育や広報などといった啓蒙活動によって住民の意識改革を促し、

住民の協力を得ることで、ごみの減量化を図るといった手段である。PR活動によって、

例えば「3R原則」やごみ処理の仕方を知り行動が変わるなどという方法である。

ごみの減量化には人々の意識の高揚が必要であるため、この手段はその実現ために

有効かつ不可欠なものである。しかしながら、強制力がなく、とにかく意識に訴える

方法であるため即効性に欠けるという短所がある。また、啓発的手段による効果は不

確実なものであり、さらに、地球温暖化防止京都会議が行われた直後のような、一種

の「環境ブーム」の時期には非常に盛り上がるが、そのブームが去った後などを考え

ると、特に流行り廃りの激しい現代の日本の状況を鑑みても、この方法は持続性に欠

けるものである。したがって、長期的に人々の意識に訴え続けることによる効果とい

う点から考えると有効かつ不可欠な方法ではあるが、単独での採用でごみを減量化さ
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せるのは非常に困難である。

3．3．3 経済的手段

経済的手段とは、環境問題の社会的コスト（外部不経済）を経済構造に内部化する

手段である。具体的には、税や補助金、課徴金によって経済的インセンティブを市場機

構に組み込むといったことである。1980年代から環境問題における経済的手段につい

て政策的な観点から分析してきたOECD（経済協力開発機構）がまとめたもののなか

では、環境政策としての経済的手段を「課徴金及び税」「売買可能排出権」「預託金払

い戻し制度」「資金援助」「その他」に大きく分類している。そして、「環境効果」「経

済的効果」「公平性」「実行可能性とコスト」「受容性」の5つの基準で、どの方法が最

もふさわしいかを決めるべきであると提案している。

この手段は、ごみ処理費用の負担の公平性、効率性、継続性、低コストでの実施が

可能、などの点から近年注目されている。

ごみ問題に対して経済的手段を用いる際には、資源から生産、流通、消費・廃棄ら
†こZミ

」土

るまでのそれぞれの段階において適用することができる。具体的な例を挙げると、資

源の段階では、バージン資源に対して税を課すことによりその使用を減少させる、生

産の段階では、使い捨て商品に対して税を課すことによりその生産を減少させるとい

うことである。さらに、流通の段階では、デポジットシステム（預託金払い戻し制度）

によってリターナブルを普及させ、最後の消費・廃棄の段階では、ごみの排出量に応

じた費用の支払い（ごみの有料化）によってその量を減少させることである。

3．4 自治体における減量化政策の現状

現在、日本の各自治体で行われている減量化政策は、前小節の「啓発的手段」に該

当するものがほとんどである。その他の手段による政策を実施している自治体もそれ

ぞれ存在するが、全国3000以上を数える市町村全体で見ると、かなり少数派である。

啓発的手段に分類される各市町村の取り組みは、次に挙げるようなものが主である。
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まず、懇話会・審議会における審議である。そこで得られた提言を小冊子として発

行することによって、その内容を周知するとともに具体的な取り組みの実践を求める

という形を取ることが多いようである。次に、リサイクル施設やリサイクル教室の設

置・運営である。市民に楽しみながらごみ問題について学び、考え、実践してもらう

ことを目的とした取り組みである。そしてさらに、ごみ減量キャンペーンが挙げられ

る。啓発ポスターの作成、ごみ減量アイディアの募集などが一般的であるが、例えば

横浜市では、小型のごみ袋を配布して、その袋に収まる程度にごみを減量させること

を呼び掛けたり、大阪市では、周辺の12大都市と共同で、減量化・資源化キャンペー

ンを行ったりというように、各自治体で様々な工夫が見られるようになってきている。

啓発的手段として分類されるもののなかには、より具体的な行動を明示しているも

のもある。ここでは横浜市をその例として挙げたいと思う。現在、横浜市ではごみ減

量化のための計画に沿って市民の役割、事業者の役割、行政（横浜市）の役割を示し

ている。ここでは市民および事業者の役割として挙げられていることについて見てい

きたいと思う。

市が明示した市民の役割としては、「できるだけごみを出さない暮らしを心がけ、リ

サイクル活動に積極的に協力する」ということで、「買い物で余分な包装紙や袋を断る」

「包装の簡素なものを買う」「詰め替え商品を使う」「資源ごみは分けて出す（分別収集、

資源集団回収、店頭回収などの事業者自主回収）」「再生品を利用する」が挙げられて

いる。また、事業者の役割としては、「事業活動に伴って、自ら出すごみの減量化・資

源化に努めるとともに、製造・販売などを行う者の責務として、減量化・資源化への

努力を求める」ということで、「過剰包装の見直し」「メーカー・販売店による自主回

収」「事業系古紙のリサイクル」「再生品の積極的な利用」が挙げられている。

今度は、3つの手段を通して自治体における取り組みを眺めることから離れて、「3R

原則」の視点から自治体の取り組みを見ていくことにする。

「1、Reduce（ごみの発生抑制）」「2、Reuse（容器などの再利用）」「3、Recycle（再

資源化）」のなかで圧倒的に多いのは「3、Recycle（再資源化）」のための取り組みで

23



ある。ごみの減量化に必要な資源循環型システムの構築のための優先順位からすると、

リサイクルはごみの発生を抑制し、容器などの再利用を行っても出てしまうごみを減

量化するための手段である。しかし、自治体において導入が最も容易であるのは、こ

のリサイクルによるものであると考えられる。「1、Reduce（ごみの発生抑制）」のため

の政策を行うとなると、住民からの反発を受け、「2、Reuse（容器などの再利用）」の

ための政策を行うとなると、制度の整備の煩雑さとともに、事業者からの反発を受け

る。したがって、現段階では住民側にとっても事業者にとっても受け入れられやすい

「3、Recycle（再資源化）」のための政策に終始してしまっているのが実情なのであろ

う。資源循環型システムの構築を考えるに当たっては「3R原則」という優先順位が重

要である。しかしそうであっても、実際にごみを減量化するための手段としては、優

先順位を厳密に守らなくてはならないというのではなく、できることから始め、徐々

に上位の手段について検討していくということでも、何もやらないことと比べれば十

分に意義のあることである。
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4 経済的手段と有料化

4．1 ごみ問誼への関心と行動

平成6年に厚生省が行ったごみに関する意識調査によると、ごみ問題に関心がある

と答えた人は、全体のおよそ8割に上った（図表7）。性別に見ると、ごみ問題に「関心

がある」は、男性75．8％、女性84．8％と女性の方が多くなっている。また、年齢段階

別に見ると、50歳代89．1％、60歳代89．7％が多くなっている。さらに、仕事の有無別

に見てみると、専業主婦に「関心がある」との答えが多く、91．4％にまで上っている。

次に、自分の出すごみの量に対する意識は、仕事の上で出たごみを除いた自分自身

の出すごみの量について、約半数が「多いと思う」となっている（図表8）。また、自

分の出すごみの量別に減らせるごみの量を見ると、「減らすことができる」と答えた人

の割合が多くなっている（図表9）。なお、図表9で注目すべき点は、自分の出すごみの

量が「少ないと思う」人の9．5％が、さらに5割以上は減らすことができると答えてい

ることである。ごみの減量努力をしている人はさらなる努力を続け、そうでない人と

の隔たりが広がっていくことも考えられるのではないだろうか。

以上のことから、およそ8割の人がごみ問題に関心を持ち、約半数が自分の出すご

みの量が多い考え、さらに、自分の出すごみの量をもっと減らすことができると思っ

ていることが分かった。一方で、ごみを減らすべき人の減量努力が不足していること

も推測された。ここで、実際には、人々はごみの減量のためにどのような行動をとっ

ているのかを見ていきたいと思う。

ごみを減量するために実行している内容は、「ごみを正しく分別して出している」が

61％と最も多く、次いで「使えるものはできるだけ長く使う」54．4％、「リサイクルに

協力している」32．6％の順となっている。図表10は、ごみ減量のための実行状況を性

別に見たものである。ごみ問題への関心の高さや、実際にごみの排出を行う機会の多

さを反映して、女性の方がごみ減量に取り組んでいると言える。

これまで見てきたように、ごみの総排出量が急増した原因は、使い捨て商品の普及
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などを中心としたライフスタイルの変化にあった。したがって、それを改善するため

の行動がごみの減量には不可欠である。しかしながら、実態はごみの分別など前に述

べたような行動をとるにとどまっており、全体として、ごみ問題に関心がありながら

もごみの発生自体を直接抑制するような行動（「使い捨て商品はできるだけ買わない」

「必要以上に包装された商品はできるだけ買わない」）には結び付いていないのである。

現在、自治体が行っている減量化政策のなかで多くを占めているのは、リサイクル

活動の推進であった。ごみ処理問題やリサイクルに関する月刊誌掲載数が急激に増加

し、同時にそのピークを迎えていた1990年（図表11）前後のリサイクル率の推移を示

したのが、図表12である。ごみ処理問題やリサイクルに対する人々の関心が高まった

ことから、リサイクル率は上昇し続けている。しかし、この水準は環境先進国である

ドイツなどと比較するとまだ低いものである。また、リサイクルに力を入れるドイツ

の今後の目標とそれを実現させるための政策を見ると、「容器包装リサイクル法」の適

用を広げる程度では、我が国のリサイクル率をドイツ並に上昇させることは難しくなっ

てくるであろう（図表13）。

そこで、自治体が行うリサイクル活動の方法を見てみると、大抵が基本的に住民の

自主的な活動（子供会や町内会の集団回収など）として位置づけており、具体的な事

柄についてはすべて住民とその協力者や資源回収業者との打ち合わせによって行われ

ていることが多い。制度としての発展が見られず、その収集実績も大きく伸びていく

ような状態にはないのが現状である。リサイクル活動に対して自治体が行っているの

は、ポスターや広報などによる「呼び掛け」が主であり、このような啓発的手段を用

いるだけのごみの減量化には限界があるのではないだろうか。
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図表7：ごみ問題への関心
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図表9：自分の出すごみの量別に見た減らせるごみの量
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図表11：月刊誌の廃棄物関連記事掲載数の推移
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図表12：資源化量とリサイクル率の准移
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4．2 経済的インセンティブと排出抑制

4．2．1 有料化によるコストの明確化

ごみ問題に関心があるにもかかわらず、「3R原則」の実行ができないのはなぜだろう

か。出てしまったごみを分別するようなRecycleには協力するが、より上位なReduce

（過剰包装を避ける、など）には協力しないという人が多いのは、恐らくごみ処理費用

に対するコスト意識がないからであろう。

図表14は、ごみ処理経費の推移を示したものである。ごみ処理経費は年々、増加傾

向にあり、特に平成元（1989）～平成5（1993）年度には急激な増加を見せている。平

成7（1995）年度におけるごみ1トン当たりの経費はおよそ4万4千円、1人1年間当

たりの経費はおよそ1万7千円である。ごみ袋1つの重量を5kgとすると、単純計算で

1袋当たりの処理経費はおよそ220円となる。

図表15は、平成7（1995）年度の一般廃棄物処理事業経費の内訳である。ごみ処理

経費の多くを占めるのはごみの収集・運搬・処理・処分（人件費を含む）に関する経費

であり、その増大が市町村の総歳出に占めるごみ処理経費の割合を大きくしている。

1人1年間当たりの処理経費の増加は、ごみ総排出量の増加が直接の原因であろう。

一方、ごみ1トン当たりの処理経費の増加は、ごみ総排出量の増加とともに、プラス

チックなど処理の困難なごみの増加が影響していると考えられる。

先ほど述べたように、1人1年間当たりのごみ処理経費は約1万7千円である。1世

帯当たりの平均人員が2．83人であるので、1世帯が1年間に負担するごみ処理経費は

およそ4万8千円となるのである。この値は全国平均であるため、自治体によってはこ

れよりも大きい額を負担しているところもある。東京都区部の場合は1人1年間当た

りの処理経費が約3万円となっており、他の市町村と比較して著しく高くなっている

ことが分かる。東京都区部での、1世帯当たり（平均世帯人員は2．29人）の処理経費

は7万円近くに上るのである。

それでは、これほどまでに高額な処理費用を負担しながらも、ごみを減量しようと

しないのはなぜだろうか。
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ごみ処理経費は、現在ほとんどの自治体で一般会計から支払われている。つまり、住

民は税金という形で一律にその経費を負担しているわけだが、このような方法ではご

み処理のためにどれだけの経費を負担をしているのかが不明確であり、コスト意識は

生じない。加えて減量化に努めている人も、逆に無頓着である人も同様に負担してい

ることになるため、不公平が生じ、減量化へのインセンティブはまったく働かないの

である。

第3節で取り上げた3つの手段に分類される様々な取り組みのなかで、現在、多く

行われているのは啓発的手段であった。しかし、先ほど述べたように、これまでの取

り組みの結果からしても、この手段だけでごみの減量化を進めていくことは不可能で

ある。そこで規制的手段と経済的手段による政策が必要となってくるわけだが、二者

のなかでも経済的手段はその公平性、効率性、継続性、低コストでの実施が可能とい

う点から、より政策の実行において効果的であると考えられる。

第3節では、ごみ問題への経済的手段の用い方として、生産から廃棄に至る段階ご

とに以下のようなものが考えられた。

資源の段階では、バージン資源に対して税を課すことによりその使用を減少させる、

生産の段階では、使い捨て商品に対して税を課すことによりその生産を減少させると

いうことである。さらに、流通の段階では、デポジットシステム（預託金払い戻し制

度）によってりターナブルを普及させ、最後の消費・廃棄の段階では、ごみの排出量

に応じた費用の支払い（ごみの有料化）によってその量を減少させることである。

これらに加えて、生産の段階で、資源税を導入してリサイクル資源の利用を強化す

ることや、分別の段階で、子供会や町内会の収集活動に対し、その活動実績に応じて

補助金を支給することなども考えられる。

これらのなかで、ごみの有料化は、ごみを捨てることに対してコスト意識を持たせ、

減量努力が報われるような制度をつくることによって、ごみの減量化を促進しようと

いうものである。これまで何度か、ごみ総排出量が増加した原因はライフスタイルの

変化によるものであると述べてきた。それを改善するためには、ごみの有料化を導入
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し、住民にコスト意識を持たせることが必要である。次小節で経済的手段による政策

の有効性について詳しく検討した後、第5節からは、家庭ごみの有料化について考え

ていきたいと思う。

図表14：ごみ処理経費（歳出）の推移

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

5

4

4

3

3

2

2

1

1

（
l
＼
E
）

∽
仇
仇
【

寸
仇
仇
【

の
仇
仇
【

N
∽
仇
【

L
仇
仇
L

O
仇
仇
【

仇
の
仇
【

）

3
竺
度

卜
宗
【
年（

¢
の
仇
【

S
の
の
【

寸
の
∽
【

C
の
∽
【

N
の
仇
【

L
の
の
【

○
の
仇
【

20000

18000

16000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

2

0

1

1
11

8000

6000

4000

2000

0

（
せ
・
Y
＼
E
）

（出典）大澤（1998）および環境産業新聞社（1998）より作成
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図表15：一般廃棄物処理事業経費（平成7年度）

歳入 信万円）

合 計 一般財源

特 定 財 源

小 計 国庫支出金 都道府県支出金使用料．手数料 地方．債 そ の他

．ごみ
2．220、616 1．452、884 767、733 12〔〉．462 11．123 101、485 482、ヰ10 52，287

し尿 444、837 280，489 164、347 21，507 2．577 55．142 76，684 8．437

計 2．665、453 1、733．373 932、080 141．969 13、700 156．627 559、094 60，724

歳出 （首万円）

合 計

①＋①

建 築 改 良 章

工 事 贅
調査費 計 ① （参考）組合分担金

中間処理施設 最終処分場 そ の他
こ、み 2、216、755 660．073 134，029 29、896 14，315 838．314 53，410

し尿 ヰ37．4ヰ6 114，208 535 5．729 3，986 124．458 13，186

計 2、654、200 774，282 134、564 35．624 18，301 962，772 66，596

処 理 及 び 維 持 管 理 膏

人件章
処 理 賛

車両等賄入手 委託膏 そ の他 計 笹）憧号）組合分担金
収集運搬 中間処理 最終処分

628、699 88、595 204，857 35．378 16．522 320、320 8ヰ、071 1，378．ヰ41 183、568

98．894 7．137 86．11ヰ 3、803 1，ヰ02 91．285 24、353 312，988 109．167

727、593 95．732 290、971 39，180 17，923 411，605 108、423 1、691、429 292．735

注）組合分担金とは一部事務組合を構成する市町村の一部事務組合に吋する負担金であるウ

ニの負担金は一部事務組合の処理事業程掌に充てられるため，計には含んでいない。

置庫支出金 （首万円）

元
・2

3 4 5 6 7

ニみ 処理施設 45、977 52、816 54，473 100、367 87、933 73、370 120、462

し尿処理施設 14、233 13、867 17、370 21、307 8、166 7，517 21、507

計 60．210 66、683 71、843 121、674 96、099 8（）、887 141．969

（出典）厚生省（1998）
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4．2．2 経済的手段による政策の理論的有効性

経済的手段による効果が従来の政策より有効であるとする根拠は公平性、効率性、継

続性、低コストでの実施が可能、という4点であった。本小節では、その意味につい

て詳しく検討していくことにする。

公平性とは、すべての企業や消費者といった経済主体にとって、対策のための負担

が公平に分担されるということである。これをごみの有料化に当てはめてみると、有

料化によって費用を負担することになるのはすべての住民であり、その負担の大小も

各々の減量努力に左右されるという点から、これは公平な制度であると言える。環境

政策の柱の1つである、OECDの「汚染者負担の原則（PPP：PolluterPaysPrinciple）」

は「汚染の防止や制御に要する費用は、生産や消費の際に公害を生じさせる財やサー

ビスの費用に反映されるべきである」というものである。ごみの有料化も、消費の際

に外部不経済を生じさせるサービスの費用として考えることもできる。「便益を享受し

ているものがその費用を負担する」という「受益者負担の原則」も成り立っている。

効率性とは、政策目標の実現に対して効果が大きいということである。ごみの有料

化の場合、ごみの減量化という政策目標の実現に対してインセンティブが働くため、規

制的手段や啓発的手段と比較して効率的であるといえる。

継続性とは、対策の効率化のために努力し、高い成果を得ることができた企業や人々

は経済的に有利となることで、対策のより一層の効率化を図る上でのインセンティブ

が与えられ、その対策を持続するということである。ごみの有料化は、減量化のために

努力した人ほど費用負担が減少するため経済的に有利となる。そのことでインセンティ

ブが与えられることにより減量努力を持続し、政策の効果を持続させる制度である。

低コストでの実施が可能とは、政策を実施するために必要な費用が少なく、さらに、

その少ない費用によって政策目標を達成することが可能ということである。これは先

ほどの効率性と深く関係するものである。ごみの有料化は、規制的手段による政策の徹

底のために必要な監視体制の整備や、啓発的手段による政策の実施に伴う製作費、運

営費、人件費と比較して、長期的に低コストでの実施が可能であると考えられる。

34



以上のことから、経済的手段、そしてそのごみ問題に対する具体的な実施方法であ

るごみの有料化は、従来の政策より有効であると考えられる。

35



5 家庭ごみの有料化

近年、ごみの有料化はその減量化政策として注目されている。1993年6月に全国市

長会によって発表された『廃棄物を中心とした環境問題に関する提言』では、有料化

の推進が提案された。また、同年発表の厚生省による『経済的手法の活用による廃棄

物減量化研究会報告書』や、翌年の環境庁による『リサイクルのための経済的手法に

ついての報告書』などでも有料化が検討されてきた。そして、今年（1999年）6月に

発表された、今後の廃棄物処理のあり方について検討してきた厚生省内のプロジェク

トチームによる見解では、家庭ごみなど一般廃棄物の処理について、有料化にするこ

とがごみ減量化に有効であるとの考え方を初めて打ち出した。

大都市を中心として、事業系ごみの有料化は進んでいる。一方で、家庭ごみ減量化

政策としての有料化導入はなかなか進んでいない。そこで、本節以降では、家庭ごみ

の有料化とその導入について考えていきたいと思う。

5．1 有料化の分類

「有料化」とはどのような制度を指すのであろうか。現在、有料化に対する定義は

明確にはなされていない。したがって、全市町村を対象に有料化の実態調査を行って

も、その認識の差から、同一の政策を別のものとして処理したり、異なる政策を同じ

ものとして処理するという事態が生じてしまっている。それほど有料化と呼ばれる制

度は多様なわけであるが、制度の設計の仕方によってその効果・影響や「有料化」に対

する市民の受容度が異なる可能性があることから、有料化の分類を明確に行う必要が

ある。本小節では、次小節で有料化の定義を行うために、その分類を行いたいと思う。

図表16は、山川・植田（1996）および落合（1996）を参考にし、有料化の方法の違

いがその減量効果に大きく影響してくるのではないかという点を重視して、新たに有

料化をより詳細に分類し、まとめたものである。

まず、ごみ処理経費の負担方法は、全額を税金として納めることが基本であった。し

かし、これは有料化およびコスト意識の観点からすると「無料」として分類される。一
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方、それ以外、つまり「有料」として分類されたものは「従量制」と「定額制」に分

類される。「従量制」とは、ごみの排出量（かさベース）に応じてその料金が増えるも

のである。また、「定額制」とは、ごみの排出量に関係なく料金が一定のものである。

「定額制」では料金が世帯ごとに一括して支払われるが、その方法は、世帯を単位

として価格が定められている「世帯型」と、世帯人員に応じて価格が定められている

「世帯人員型」とに分けられる。後者はさらに、世帯人員に比例して価格が設定される

「比例型」と、世帯人員がある程度を超えると一人当たりのごみの排出量が減少すると

の考えから、価格設定に調整を加えた「調整型」とに分けられる。

「従量制」はさらに細かく分類できる。その第一段階は「指定袋制」「ステッカー

（シール・券）制」「容器制」「財産税付加制」の4つへの分類である。後の2つは外国で

の事例であるが、「容器制」とは、契約する容器の大きさで料金が変わる制度である。

また、「財産税付加制」とは、財産税に付加してごみ処理経費を徴収する方法で、資産

を所有している比較的裕福な世帯にごみ処理経費を負担させるものである。ごみの排

出量は所得の多さに比例するという考え方から生まれた方法であろう。

日本で行われている「従量制」は「指定袋制」と「ステッカー制」である。「指定袋

制」とは、市販のごみ袋以外のものを自治体が指定し、これを購入することによって

処理費用を負担する方法である。これはさらに、「強制指定袋型」と「斡旋指定袋型」

とに分類される。前者は、代替となるものがなく自治体はその袋でないと収集を行わ

ないため、これを購入するための支出を強制されるものである。一方、後者は、前者

より条件の緩い制度で、指定袋以外でも基準に合っていれば許可する「色・素材指定

型」と、指定袋を奨励袋として奨励するが、市販袋・段ボール・スーパー等の手提げ袋

を使用していても収集は行うと明示している「奨励袋型」とに分けられる。

「ステッカー制」とは、ごみ袋やごみ自体に付ける札やシールを販売する方法であ

る。指定袋制とは異なり、ステッカー制は斡旋型をとるとその意味がほとんど消滅し

てしまうことから、強制型のみの制度である。

さらに、「強制指定袋型」と「強制ステッカー型」には両者共通の細かい分類が存在
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する（図表17）。なお、以下で説明するすべてのタイプにおいて、その価格の設定の仕

方により、ごみ袋の仕入れ価格に販売手数料（指定袋を商店や自治会などで販売する

際に支払う手数料。人件費等）や収集・処理手数料を加えた「原価プラス型」、ごみ袋

の仕入れ価格そのままの「原価型」、ごみ袋の仕入れ価格にも満たない「原価マイナス

型」という3つへの分類が可能である。

「排出量単純比例型」とは、ごみの排出量に応じて比例的にごみ処理費用を支払う

もので、住民は1枚目から指定袋やステッカーを購入するという方法である。比較的

単純な仕組みであるため「強制型」を導入している自治体の多くがこの方法を採用し

ている。

「排出量多段階比例型」とは、一定のごみ排出量までは、単位当たりの料金が比較

的安く抑えられているが、一定量を超える場合は料金が高くなるものである。

「一定量無料型」とは、一定のごみ排出量までは処理費用が無料であり、一定量を

超える場合は料金を支払うものである。具体的には、指定袋やステッカーを一定枚数

までは自治体が無料で配布し、それ以上を排出したい場合には住民が有料で追加購入

するという仕組みである。この無料部分は税金の形で支払われている部分であると考

えられる。

「負担補助組み合わせ型」とは、「一定量無料型」と同様に一定のごみ排出量までは

処理費用が無料であり、一定量を超える場合は料金を支払うものである。しかし、配

布された指定袋などを使用しなかった場合には自治体に買い取ってもらえるなどの還

付的な手段も存在する。さらに、「直線型」と「屈折型」とに分類され、前者が指定袋

やステッカーを追加購入する価格と買い取りの際の価格が同一であるのに対して、後

者は買い取りの際の価格よりも高い価格で追加購入をしなければならないという方法

である。

「定額制従量制併用型」とは、排出量に関わらず定額の料金を支払うが、一定量を

超える部分に関しては定額分に加えて排出量に応じた料金を支払う仕組みである。

以上のように分類した制度のなかで、どの範囲を「有料化」と呼ぶのか。次小節で
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は、有料化の定義について考えていくこととする。

図表16：有料化の分類

無料

有料 従量制 指定袋制

1

1

ト容器制
l

」財産税

付加制

定額制－一括制

強制

指定袋型

年旋

指定袋型

強制

ステッカー型

帯型

帯人員型

抜出量阜純

比例型

梯出量多投階

比例型

一定量無料型
負担補助

組み合わせ型

一定額制従量制
併用型

J 芸芸

色・素材指定型

奨励袋型

鋳出量阜純

比例型

梯出量多段階

比例型

一定量無料型
負担補助

組み合わせ型

定額制従量制
併用型

亡芸豊芸

直線型

屈折型

「強制型」に分類したものはすべて最終段階で

「原価プラス型」「原価型」「原価マイナス型」に分けることができる。
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図表17：「強制型」の分類
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5．2 有料化と排出抑制のインセンティブ

前小節では、有料化と呼ばれる制度についての細かな分類を行ってきた。それをも

とに本小節では、有料化の定義を明確に示したいと思う。これまでは、研究者や自治

体によって有料化の分類の仕方やその定義は異なっていた。それによる弊害が有料化

に関する研究を困難のものにしていたとも考えられる。「有料化」という制度に関する

統一した認識が必要なのである。

有料化の定義を考えるにあたって、まず最初に検討しなければならないのは有料化

政策の意義という観点である。これまで述べてきたように、有料化政策の意義は、ご

みを捨てることに対してコスト意識を持たせることにより、ごみの減量化を堆進する

ことにあった。このことから考えると有料化は「従量制」に限られるべきである。「定

額制」は排出量が負担額に関係せず、これまでの税金による支払いと基本的には変わら

ないため、コスト意識を持たせることによりごみを減量する効果はほとんどない。そ

ればかりか、排出抑制のインセンティブになるよりも、むしろ料金を支払ったことに

よりごみの排出を正当化する意識を住民に持たせる可能性もあるからである。

さらに、有料化政策の効果という観点から検討すると、「斡旋指定袋型」は排除され

るべきである。安価で市販されていたり無料で手に入れることのできる袋などを利用

することが許されているような制度の下では、住民はより金銭的負担の少ないものを

利用することが明らかである。そのため、制度自体が効果のないものになってしまう

可能性があるからである。

同様の理由で「原価マイナス型」も排除されるべきである。仕入れ価格よりも安く

袋を販売するということは、有料化よりむしろ無料にさらにサービスを加えているこ

とになってしまい、そもそもの有料化の意義がすっかり失われているのためである。

以上のことから、ここではインセンティブとならないものを有料化とは見なさず、有

料化の定義を「指定袋やステッカーがあり、その袋やステッカーを使用しないと収集

が行われないためその購入のための支出が強制されるものであり、さらにその価格が

原価以上のものである制度」とする。
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5．3 有料化実施自治体の事例

それでは、実際に有料化を実施した自治体では、どのような実施方法を採用した結

果、どのようにごみの減量効果が表れたのだろうか。平成5年に厚生省がまとめた『家

庭ごみ有料化実態調査』をもとに、有料化を実施してごみの減量がなされた市の例を

見ていきたいと思う。なお、実施方法の違いに注目するため、ここでは有料化の分類

の際、異なる方法として分類される実施例を選んでまとめた。

5．3．1 北海道伊達市

北海道伊達市の例は、「排出量単純比例型」に分類されるものである。

伊達市では、家庭ごみの処理について、平成元（1989）年度から有料化を導入した。

可燃ごみ、不燃ごみそれぞれを、指定の袋もしくは指定の処理券を貼付した袋にて排

出することを義務づける方式で、指定の方法に従わない場合には、警告シールなどを

貼付し、回収を行わないなどの対応を図っている。指定袋、指定処理券の価格はどち

らも一枚60円である。

伊達市の減量効果を見てみると、家庭ごみの排出量は、有料化実施前の昭和63年度

の年間総排出量13316トンと比較すると、有料化が実施された平成元年度で10167ト

ン（23．6％減）、平成2年度には8393トン（37．0％減）、そして平成3年度は8792ト

ン（34．0％減）と大幅な減量がなされている。

有料化導入によりごみの大幅な減量が見られた伊達市の報告は、他の自治体での例

とともに、有料化のごみ減量効果が大きく取り上げられるようになる契機を与えた。

5．3．2 滋賀県寺山市

滋賀県守山市の例は、「排出量多段階比例型」に分類されるものである。

守山市では、家庭ごみの処理について、昭和57（1982）年度と比較的早い時期から

有料化の導入を開始している。可燃ごみについて、有料の指定袋を購入し、これに名

前を書いて排出することになるが、一定量を超えると負担金額が増加する方式となっ
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ている。具体的には、年間110枚までは一枚につき大袋20円、小袋17円で購入する

が、111枚目からは一枚150円と急激に高くなる。

守山市の減量効果を見ると、1人1日当たりのごみ排出量について、有料化実施前

の昭和56年度の排出量896gと比較して、有料化が実施された昭和57年で803g（10．4

％減）、昭和58年度で694g（22．5％減）、昭和59年度で441g（50．8％減）、昭和60年

度で369g（58．8％減）と着実に排出が抑制されている。平成3年度においては、458g

と若干増加したものの、実施前と比較すると48．9％と、約半分にまで減量された結果

となっている。

5．3．3 島根県出雲市

島根県出雲市の例は、「負担補助組み合せ型」の「直線型」に分類されるものである。

出雲市では、家庭ごみの処理について、平成4（1992）年度から有料化を導入してい

る。可燃ごみについて、指定の袋に名前を書いて出すことが義務づけられていて、そ

の袋については、年間100枚までは無料配付されるが、この枚数を超えた場合は一枚

40円で追加購入することが求められる。出雲市では、最初に配布する袋の枚数を世帯

人員によって調整することはしていないが、単身世帯には小袋が、2人以上の世帯には

大袋が配布されることとなっている。一方、当初配付された枚数を使用しなかった場

合には、市が一枚40円と、追加購入する場合と同じ価格で買い取ることにしている。

出雲市の減量効果を見てみると、有料化実施前の平成3年度の可燃ごみ排出量は

8676．5トンであったのと比較し、有料化が実施された平成4年度においては6272．6ト

ンと27．7％の減量がなされている。

5．3．4 岐阜県高山市

岐阜県高山市の例は、「負担補助組み合せ型」の「屈折型」に分類されるものである。

高山市では、家庭ごみの処理について、平成4（1992）年度からシール制を導入し

た。一つのごみ袋に一枚ずつシールを貼付して排出するという方式で、最初に世帯人

員に応じて、無料可燃ごみ処理券（シール）が配布される。配布枚数は、単身世帯は
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年間100枚、2～3人世帯は年間120枚、4～5人世帯は年間140枚、8人以上の世帯

は年間180枚となっている。これは、世帯人員が多くなるほど一人当たりのごみの排

出量が減少するという考えを反映させた配分であると考えらる。無料配付されたシー

ルでは不足が生じた場合は、一枚につき70円で有料シールを購入することになる。一

方、当初配付された枚数を使用しなかった場合には、資源収集団体がシールを回収し

た場合には一枚につき14円に換算した奨励金の交付を、個人に対しては一枚10円に

換算した図書券などを交付している。

高山市の減量効果を見ると、平成4年度一年間で排出された可燃ごみの量は、前年

度対比20．2％の減量となった（図表18）。同時に開始された資源分別収集によって、多

くが資源として回収されたため、不燃ごみと合わせると20．5％の減量となった。

一方で、事業系ごみは26．1％の増加となっている（図表19）。これは、家庭ごみに

おける有料化の導入により、それまで家庭ごみに混入されていた多量の事業系ごみが

明確に区分されたことによると考えられる。結果として、家庭ごみと事業系ごみを合

わせた一般廃棄物の合計で9．0％の減量効果があったということになる（図表20）。

図表18：高山市可燃ごみ収集量の推移
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図表19：高山市事業系ごみ排出量の推移
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図表20：高山市一般廃棄物（家庭ごみ＋事業系ごみ）排出量の推移
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5．4 有料化実施状況

本小節では、市町村における有料化の実施状況を明らかにし、分析を加えていくこ

ととする。

まず、平成4（1992）年10月を調査対象時点とした、厚生省による『家庭ごみ有料

化実態調査』をもとに、市町村における実施状況を見ていきたいと思う。なお、この

調査に対し報告のあった市町村数は3236であった。

家庭から排出される一般ごみについて有料化を実施している市町村（図表21）は、

全体の35％に当たる1134市町村となっており、このうち従量制、定額制を問わずすべ

て有料とされているのは、全体の29％に当たる941市町村であった。また、すべて有

料としている市町村のなかで島根県出雲市などのように複雑な制度を採用している市

町村は、ここでは「左記以外」に区分されている。「すべて有料」に該当しない193市

町村は、多量の場合のみ有料とするものである。多量とは、「一時多量ごみを収集する

場合」「処理場へ持ち込まれる場合」「継続的多量ごみを自治体が収集する場合」の3種

類に分けられる。「多量」の基準としては、「一時多量ごみを収集する場合」のほとん

どが10kg以上であり、「処理場へ持ち込まれる場合」は通常の収集ごみは無料、「継続

的多量ごみを自治体が収集する場合」も実質的には家庭ごみは無料となっている。つ

まり、多量の場合のみ有料とするものの多くの場合、通常の家庭ごみは無料と解釈で

き、事業系ごみ対策としてとられている制度のようである。したがって、多量の場合の

み有料としている市町村も除き、有料化の定義に当てはまる可能性があるのは全体の

20．5％に当たる636市町村である。なお、有料化を実施していると報告した56．1％が

従量制を採用している。

次に、有料化を実施していると報告した1134市町村のなかでの市町村の割合は図表

22のようになっている。市や村と比較して、町での実施が数、比率とも多くなってい

る。市より町の方が有料化の実施が容易で、村より町の方が有料化の実施が必要であ

るのだろうか。この点については第7節で詳しく考えていきたいと思う。

今度は、市町村ごとに従量制、定額制など、有料化の実施方法別にウェイトを比較
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してみる（図表23）。すると、市においては、多量の場合のみ有料とする方法が63．0

％と最も多く、従量制によるものは約4分の1程度となっている。一方、町および村に

おいては、従量制によるものがともに6割を超え、次いで定額制が3割弱を占め、多

量の場合のみ有料とする方法はわずか8％弱となっている。先ほど、多量の場合のみ

有料とするものの多くの場合は、事業系ごみの対策としての制度であると述べた。第6

節でも取り上げるが、事業系ごみが多く排出される要因は都市が大きくなるはど大き

い。したがって、市では多量の場合のみ有料とする方法が多く、逆に町や村では少な

いのはこのためであると考えられる。

第6節以降では、主に「市」や大都市における有料化について考えていくため、最後

に、落合（1996）が実施した有料化に関するアンケート調査をもとに、平成7（1995）

年3月現在の市における有料化実施状況を検討することとする。調査対象は当時の全

664市（東京都23区を1とする）から震災による影響を考慮し、兵庫県の21市を除い

た642市であり、有効回答数は533である。

価格の大小を問わず、従量制を実施していると回答した130市を人口別に見たもの

が図表24である。これによると、10万人以上の市において有料化が実施されているの

は13市と少ないことが分かる。これは有料化の必要性の大小を表しているのではなく、

都市規模が小さいほど有料化の実施が比較的容易であることを示していると考えられ

る。この点に関しては第7節で詳しく検討していきたい。
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図表21：家庭ごみ有料化実施状況
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図表22：家庭ごみ市町村別有料化実施状況
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図表24：人口別有料化実施状況

人 口 回答自治体致 青野化実施自治体数

50万人以上 16 1（6．3％）

20万人以上50万人未満 67 3（4．5％）

10万人以上20万人未満 98 9（9．2％）

5万人以上10万人未満 178 54（30．3％）

5万人未満 174 63（36．2％）

合 計 533 130（24．4％）

（出典）落合（1996）
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6 有料化の有効性

これまで、有料化という経済的手段が、他の手段よりもごみの減量に有効であると

いう論を述べてきた。有料化の実施を促進するためには、その有効性が明確である必

要がある。また、第5節では有料化によりごみの減量に成功した自治体の例を示して

きた。しかし、これらの自治体において有料化が減量効果を示したのは、その地域特

性によるものとも考えられる。そこで、本節では様々なデータをもとに実証分析を行

うことによって、有料化の有効性を明らかにしていく。

6．1 対象および方法と利用データ

本研究では、国勢調査など市町村別全国データの入手の制約のため、ごみの排出量

およびその他の都市データに関して、すべて1990（平成2）年度のものを用いること

とする。

対象とする自治体は、市、町および村のすべてをまとめて分析することの意義を検

討し、また、第7節との関連も考慮した上で「市」のみに限定した。1990年当時「市」

であった656市から、市の再編成のためデータが明確でない市と、ごみに関するデー

タにはよくあることだが、データの取り方の違いやデータの不足によって他と同一に

利用することのできない内容を含む市を除いた625市（東京都23区を1とする）を対

象とする。

分析の方法は、まず、1人1日当たりごみ排出量を規定する要因を、重回帰分析に

よって計量的に明らかにする。そこで得られたを式を基本式とし、これに有料化ダミー

を変数として加えることによって、有料化を実施している自治体のごみ排出量が有意

に少ないかどうかを確認する。さらに、有料化の方法の違いによってごみの排出量の

減少効果がどのように変化するのかを従量制ダミー、定額制ダミー、価格ダミーを用

いることによって検証する。本分析で用いるダミー変数を除くすべての変数に関して

は、10gを取ったものと取らないものとの両方で分析を試みた。しかし、10gを取らな

いで行った分析では有意な結果が得られなかったため、ここではダミー変数を除くす
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ベての変数は、10gを取ったものを用いることとした。なお、市の規模は分散が激しい

ことを考慮し、本節の分析には人口をウェイトとした加重最小自乗法を用いた。

加えて、本分析で利用したデータの出典は以下の通りである。都市データに関して

は、1人1日あたりごみ排出量を規定する要因であると予想し、なおかつ1990年度の

市町村別全国データが入手可能であったものを示してある。

なお、有料化ダミー、従量制ダミー、定額制ダミー、価格ダミーは、厚生省『廃棄

物減量等データブック』および日報『ごみ処理費用有料化実態アンケート調査報告書』

をもとに、有料化の定義に沿って作成した。

図表25：利用データの出典

変数名 単位 出典

総面積 km2 全国都道府県市区町村別面積調

総人口 人 国勢調査報告

人口増加率 ％ 住民基本台帳

世帯数 世帯 国勢調査報告

平均世帯人員 人 同上

人口密度 人／km2 住民基本台晩全国都道府県市区町村別面積調

人口集中地区人口比率 ％ 国勢調査報告

昼夜間人口比率 ％ 同上

第三次産業就業者比率 ％ 同上

転入超過数 人 住民基本台帳

流入超過数 人 国勢調査報告

スーパーマーケット数 店 スーパーマーケット年鑑

1人当たり小売業商店販売額 万円 商業統計表

預貯金残高 万円 都道府県別経済統計、郵政行政統計年報

課税対象所得額 百万円 市町村税課税状況等の調

1人当たり所得格差 全国平均100 市町村税課税状況等の軋住民基本台帳

1人1日当たりごみ排出量 g 廃棄物減量等データブック

ごみ排出区分 種類 同上

ごみ叫又集頻度 回／過 同上
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6．2 ごみ排出量を規定する要因の分析

一人が一日に排出するごみの量はどのような要因の影響を受けるのだろうか。要因

が明確になればそれを利用したごみ問題への対策が可能になるとも考えられる。しか

し、ごみ排出量を規定する要因に関する研究はほとんど進んでいない。

国内における先行研究としては、五味（1984）、森口・西岡・中杉（1985）、汝・田

中・古市・小泉ら（1996）、伊藤（1997）がある。これらは、都道府県単位でのデータ

を用いた横断面分析、数都市間の横断面分析、都市別の時系列分析などの方法で行わ

れている。これらの研究では、被説明変数としてごみの総排出量を用いたもの、1人1

日当たり排出量を用いたものなどまちまちであり、単純に結果を比較するには限界が

ある。また、変数によっては平均世帯人員のように研究によって正反対の結果が出て

いるものもあり、依然、明確な結論が出されているわけではない。

先行研究では、全国の市町村を対象とした分析はなされていない。しかし、ごみ処

理は市町村が担当する事業であり、その制度は市町村ごとに決定され、実行されてい

るため、都道府県別の分析では制度の影響を見ることはできない。また、数都市に限っ

た分析や都市別の分析では、地域特性による影響が強いことも予測される。したがっ

て、本研究では全国の市を対象とし、これらの問題を克服した分析を行っていきたい。

相関の強い説明変数が含まれないよう配慮した上で、1人1日当たりごみ排出量を規

定する要因の重回帰分析を行った結果、次のような結果を得た。
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図表26：ごみ排出量を規定する要因分析

説明変数 係数（t値）

切片 3．204（4．05）

10g平均世帯人員 －0．705（－6．24）
10g人口集中地区人口比率 0．097（3．24）

10g昼夜間人口比率 0．617（3．97）

10g第三次産業就業者比率 0．157（1．79）

10gl人当たり小売業商店販売額 0．199（3．47）

10gごみ排出区分
－0．139（－4．31）

決定係数 0．2718

自由度修正済決定係数 0．2647

10gl人1日当たりごみ排出量

＝3．204－0．705×10g平均世帯人員＋0．097×10g人口集中地区人口比率

（4．05）（－6．24） （3．24）

＋0．617×10g昼夜間人口比率＋0．157×10g第三次産業就業者比率

（3．97） （1．79）

＋0．199×10gl人当たり小売業商店販売額一0．139×10gごみ排出区分

（3．47） （－4．31）
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先行研究において結果が割れていた平均世帯人員について、本研究の分析ではごみ

排出量にマイナスの影響を与えるという結果が出た。昼夜間人口比率や第三次産業就

業者比率がプラスの影響を与えるというのは、都道府県別の分析と同様の結果である。

1人当たりの所得格差については、所得が消費に影響し、消費が廃棄に影響するのなら

ば当然1人当たりごみ排出量にも関係すると予測したが、今回の分析では有意な結果

は得られなかった。また、ごみの収集頻度が高い地域ほど1人当たりごみ排出量が多

いと予測し、そのような分析結果を示したものもが先行研究にもあったが、今回の分

析では有意な結果は得られなかった。

なお、1人1日当たりごみ排出量を規定する要因の重回帰分析の説明変数について以

下に示した。これらはいずれも仮説として立てていたものを証明するような結果が得

られている。

平均世帯人員：平均世帯人員は1人1日当たりごみ排出量にマイナスの影響を与

える。これは、世帯人員が増えると世帯として財を共有できる部分が増えるため、

1人当たりごみ排出量が減少すると考えられるためである。第5節の有料化の分

類において、定額制の世帯人員型で、単純に世帯人員に比例させるのではなく、

世帯人員が増えるごとに価格にマイナスの調整を加える自治体が存在したのはこ

のためである。

人口集中地区人口比率：人口集中地区とは、市区町村の区域内で人口密度の高い

国勢調査区（1km2当たり約4000人）が隣接して、国勢調査時の人口が5000人

以上となる地域である。人口集中地区人口比率とは、この人口集中地区人口が総

人口に占める割合である。これは1人1日当たりごみ排出量にプラスの影響を与

える。人口集中地区は主に大規模の都市に存在し、大都市では比率が100％とな

るところも多い。したがって、これを都市規模の代理変数として見ることができ

る。参考データとして、市町村規模別1人当たりごみ排出量の違い（図表27）を

見ると、大都市においてごみの排出量が多い傾向にある。
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昼夜間人口比率：昼夜間人口比率とは、ある地域の夜間人口／昼間人口（住民数）

である。昼夜間人口比率が高いということは、その地域に職場や学校があること

を示している。これが1人1日当たりごみ排出量にプラスの影響を与えるという

ことは職場や学校から排出される事業系ごみが、家庭ごみに多く混入され、家庭

ごみと同様に処理されている可能性を示してる。第5節の最終小節で市町村ごと

に有料化の実施状況を見たところ（図表23）、町や村と比較して市では事業系ご

み対策を意味する「多量の場合のみ有料」とする方法が多くとられていた。都市

規模が大きくなればなるほど、「規模の経済」をはじめとする利点を求めたオフィ

スなど、職場の集中が多く見られるようになる。「多量の場合のみ有料」が市に

多かったのはこのような理由によるものである。

第三次産業就業者比率：第三次産業就業者比率は都市化の代理変数として見るこ

とができる。これは1人1日当たりごみ排出量にプラスの影響を与える。つまり、

都市化の進んだ地域ほど1人あたりのごみ排出量が多いということである。都市

化の進んだ地域における、利便性を追求する消費者のライフスタイルや、若者の

ライフスタイルが1人当たりのごみ排出量を増大させているとも考えられる。

1人当たり小売業商店販売額：1人当たり小売業商店販売額は1人1日当たりごみ

排出量にプラスの影響を与える。消費が多ければ単純にごみの量も多いと考える

と、消費支出はごみ排出量を規定する要因であると考えられる。しかし、消費支

出に関する市町村別のデータを把握するのは困難である。この変数は、地元での

消費支出と相関があると考えられるため、その代理変数として考えることも可能

である。

ごみ排出区分：ごみ排出区分は1人1日当たりごみ排出量にマイナスの影響を与

える。このことは、ごみの分別の種類が多い地域ほど1人当たりのごみ排出量は

減少するということである。分別の種類が多く、それが徹底されていれば、それ

だけ資源化率が上がるため、1人当たりのごみ排出量は減少するためと考えられ
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る。地域特性だけでなく制度による違いも、1人当たりのごみ排出量に影響して

いることが確認された。

図表27：市町村規模別1人当たりごみ排出量の違い（平成6年度）
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本節の分析には、人口をウェイトとした加重最小自乗法を用いた。最後に、ウェイ

トをかけない最小自乗法による分析結果を示し、両分析方法とその結果の比較および

考察を行いたいと思う。

先行研究では、加重最小自乗法を用いた分析は行われていなかった。しかし、全国

の市を分析対象とする本分析のような場合は、先ほども述べたように、市の規模の分

散が大きいことからこの方法を用いて分析をする必要がある。被説明変数が1人1日

当たりごみ排出量であるため、人口を変数として用いたが、ウェイトをかけない最小

自乗法で分析を行った場合と結果にどのような違いが表れるのだろうか。以下に基本

式の結果を比較した表を示す。括弧内に示した数値はt値である。

図表28：加重最小自乗法および最小自乗法による分析結果の比較

説明変数 加重最小自乗法 最小自乗法

切片 3．204（4．05）2．568（4．09）

10g平均世帯人員
－0．705（－6．24）－0．352（－3．27）

10g人口集中地区人口比率 0．097（3．24）0．079（2．92）

10g昼夜間人口比率 0．617（3．97）0．610（4．98）

10g第三次産業就業者比率 0．157（1．79）0．233（3・03）

10gl人当たり小売業商店販売額 0．199（3．47）0．187（3・52）
10gごみ排出区分

－0．139（－4・31）－0・093（－3・48）
決定係数 0．2718 0．2829

自由度修正済決定係数 0．2647 0．2759

都市規模の大きい市も、逆に小さい市も「市」のデータとして示してしまえば同じ

一つのデータである。しかし、実際には、「市」のデータはその住民全体の平均をとっ

たものであり、都市規模の大きい市の平均と小さい市の平均では重みに違いが生じて

しまう。そこでウェイトをかけることによってこの間題を解決するのが加重最小自乗

法である。比較の結果、平均世帯人員に大きな違いが表われた。さらにここでは、都

市化の代理変数である第三次産業就業者比率を例に取り上げて考えてみる。加重最小

自乗法とウェイトをかけていない最小自乗法との分析結果を比較すると、大規模な市
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において比率が高いこの変数の場合、ウェイトをかけることによってt値が下がること

になる。それは十分考えられる結果ではあるが、t値が下がりすぎて、有意であると考

えられる値を下回ってしまっている。第三次産業就業者比率は、都市化の代理変数と

して先行研究でも用いられているが、分析を比較した結果から、これに代わる都市化

の代理変数を新たに検討する必要があると言えよう。このように、統計的により正確

な分析を行った結果、これまで当然のように有意と言われてきた変数にも十分に検討

の余地があることが分かった。

6．3 有料化によるごみの減量効果の分析

前小節で得られた、1人1日当たりごみ排出量を規定する要因に関する式を基本式と

し、これに様々なダミー変数を加えることにより、本節では、有料化という制度が1人

当たりのごみ排出量に与える影響について検証していく。なお、分析に用いたダミー

変数で「1」に該当する市の数は以下の通りである（分析に用いた市の総数は625）。

図表29：分析に用いた市の有料化実施状況

ダミー変数 「1」に該当する市の数

有料化ダミー 139／625
従量制ダミー 132／625
定額制ダミー 8／625
価格ダミー1 95／625
価格ダミー2 34／625

次に示した表は、それぞれのダミー変数を加えた結果の一覧である。なお、括弧内

に示した数字はt値である。
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図表30：有料化によるごみ減量効果の分析

説明変数 広義の有料化ダミー 従量制・定額制ダミー 価格ダミー

切片 3．415（4・34） 3．406（4・32） 3・416（4・35）

10g平均世帯人員
－0．716（－6・39） －0．718（－6．39）－0．707（－6．30）

10g人口集中地区人口比率 0．079（2・66） 0．080（2．67） 0・077（2．54）

10g昼夜間人口比率 0・587（3・80） 0・586（3・79） 0・575（3・71）

10g第三次産業就業者比率 0．164（1．88） 0・165（1・90） 0・177（2・02）

10gl人当たり小売業商店販売額 0・198（3・48） 0．199（3．50） 0・198（3・48）
10gごみ排出区分

－0・132（－4・12） －0．133（－4．16）－0・137（－4．27）
有料化ダミー

－0・095〔3・56）
従量制ダミー

－0・085（－3・14）
定額制ダミー

－0．149（一1．53）
価格ダミー1

－0．064（－2．11）
価格ダミー2

－0・146（－2・84）
決定係数 0．2865 0．2859 0．2849

自由度修正済決定係数 0．2784 0．2767 0．2756

6．3．1 広義の有料化の減量効果

まずはじめに、有料化ダミーを加えた分析を行う。ここでは、従量制、定額制を問

わず広義の有料化を考え、有料化を実施している市を1、実施していない市を0として

ダミー変数を作成した。ただし、ごみ減量のためのインセンティブ効果を考慮し、不

燃ごみのみを有料としている市はここでは有料化を実施していない市と同様の扱いを

し、可燃ごみのみを有料としている市は有料化を実施している市として扱った。

分析の結果、有料化ダミーの係数は理論的想定通りマイナスを示している。また、有

料化ダミーのt値も高く、有料化が減量効果を持つことを表している。

6．3．2 従量制と定額制の減量効果

次に、従量制ダミーと定額制ダミーを加えた分析を行う。これは、従量制と定額制の

どちらがより高い減量効果を持つのかを比較することを目的とした分析である。従量
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制ダミーでは、従量制による有料化を実施している市を1、それ以外を0としてダミー

変数を作成した。また、定額制ダミーでは、定額制による有料化を実施している市を

1、それ以外の市を0としてダミー変数を作成した。

分析の結果、従量制ダミーの係数は、理論的想定通りマイナスを示し、t倦も高いこ

とから、従量制が減量効果を持つことが確認された。一方、定額制ダミーの係数もマ

イナスを示したが、その係数は従量制よりも大きくなっている。これは、理論的想定

に反する結果である。しかし、定額制ダミーのt値は低く、サンプル数も少ないことか

ら、この数値は有意であるとは言えず、定額制による有料化が減量効果を持つという

仮説は棄却された。

6．3．3 価格による減量効果

今度は、価格ダミーを用いた分析を行う。価格ダミーとは、有料化を実施している

市において、住民が指定袋やステッカーを一枚につきいくらで購入しているかをもと

に作成したダミー変数である。ダミー変数は二種類用意した。市販されているごみ袋

の価格を平均20円であるとし、それ以下の価格で購入している市を1、それ以外の市

を0としてダミー変数を作成したのが価格ダミー1である。一方、価格ダミー2は、1

枚につき20円以上の価格で購入している市を1、それ以外の市を0としてダミー変数

を作成している。

分析の結果、両者ともにt倦も高く、係数も理論的想定通りマイナスを示した。価格

ダミー1より価格ダミー2の方がその値が大きいということは、指定袋やステッカー

の価格が、市販のごみ袋よりも高い方が、より減量効果が高いことを表している。こ

の結果も理論的想定通りである。

以上のように、ごみの有料化には減量効果があることが確認された。また、制度の

設計の仕方がその効果の大小に影響してくることも分かった。そして、ごみ排出量の

増加の割合を考慮すると、有料化のごみ排出量に与える影響は大きいと言うことがで

きる。
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7 大都市における有料化

これまで有料化の有効性について述べてきたが、第5節の有料化実施状況を見ても

分かるように、大都市での有料化導入はまったくと言っていいほど進んでいない。ま

た、研究者のなかでも大都市における有料化の実施は不可能であるかのような意見を

持つ人が多い。しかし、ごみの排出量にプラスに影響する要因を多く備え、実際にも、

ごみ排出量が他と比較して多い大都市でこそ、有料化の導入によりごみの減量に努め

る必要があるのではないだろうか。本節では、大都市で有料化導入が進まない原因を

明らかにし、大都市での有料化の実施が本当に不可能であるのかを考えていきたい。

7．1 大都市で有料化が進まない理由

7．1．1 有料化を実施していない大都市の事例

大都市で有料化が進まない理由は何なのだろうか。それを探るために、大都市の一

つである横浜市の政策担当者にインタビューを試みた。

現在、横浜市において実施されているごみ減量のための政策は、2010年度を目途と

した『横浜市一般廃棄物処理計画』に基づいたものである。この基本計画においても、

今後さらに長期的な検討が必要な施策の一つに「家庭ごみ処理の有料化」が含まれて

いる。しかし、担当者へのインタビューによると、現段階では、横浜市は家庭ごみの

有料化に消極的なようである。

その理由として、「有料化が果たしてごみの減量化に効果的なのか」「景気が悪い現在

のような状況では有料化を導入することによるデメリットが大きいのではないか」「市

民は納得するだろうか」「ごみの有料化による減量化には持続性があるのだろうか」「現

在、有料化を始めている事業系ごみや租大ごみの状況を見てから考えればいいのでは

ないか」ということが挙げられた。そこで、次にこれらの点について検討してみるこ

とにする。

まず、有料化のごみ減量効果であるが、これは、本研究で繰り返し述べてきたよう

に、地域特性などを排除した分析においても明らかである。また、有料化の有効性に
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ついて明らかである必要性は、大都市であろうとなかろうと、同様に求められる条件

である。

有料化開始時期と景気との関連や、有料化による減量効果の持続性についても、都

市規模に関わりなくすべての自治体が抱えている問題である。前者については、確か

に景気の悪いときにさらなる負担を求めるのは酷であり、また住民の反発を買う要素

となることも予想される。しかし、景気が悪くても人々はライフスタイルを改善する

わけでもなく、したがって、ごみの排出量が減少するわけでもないため、これはあま

り説得力のある反対理由として認める必要はないのではなかろうか。後者については、

詳しくは第9節で検討していくこととするが、現在、有料化を実施している自治体の

状況を見ても、有料化による減量効果には継続性があると考えられる。

他のごみに対する有料化の実施状況を見てから考えるというのは、ある意味におい

て有意である。同一地域において有料化を実施したらどのような結果が生じたのかを

把握することができれば、家庭ごみの有料化を導入するに際しても役立つはずである。

しかし、家庭ごみの有料化がこれらの有料化と異なるのは、一般住民の日々の生活に

直接関わる問題であるということである。大都市においては粗大ごみや事業系ごみも

多く排出され、まず、その有料化を開始しているところが多数存在する。したがって、

家庭ごみの有料化が進まない直接的な原因とはなり得ないが、その導入を待つ理由に

はなり得るだろう。

最後に、有料化に対する住民の理解に関してはどうだろうか。有料化に住民の協力

を得るためには、住民の理解が不可欠である。大都市には非常に大勢の人々が生活し

ている。小規模な都市と比較すると、それだけ多種多様な意見を持つ多くの人々の理

解を得なくてはならないわけであるから、ますます困難なことである。政策に説得力

を求めるのはどのような規模の都市でも同じことではあるが、大都市での有料化とい

う政策の実施には、より強力な説得力を備えていなければならないであろう。
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7．1．2 減量のための行動と大都市での実行可能性

ここまでは、大都市で有料化導入が進まない原因を政策担当者の視点から見てきた

わけだが、それらを検討してみると、大都市であることが大きな要因となるようなも

のはほとんど得られなかった。そこで、今度は有料化によって減少した分のごみの行

方に視点を移し、そこからこの原因を探っていきたい。

有料化によりごみの減量に成功した都市では、人々は減量のためにどのような行動

をとったのだろうか。消費したものがごみとして排出されるまでの過程における減量

のための行動としては、自家焼却・堆肥化・リサイクルが考えられる。また、消費以

前の段階で、無駄にごみとなってしまう、例えば食べきれないほどの生鮮食料品など

の購買を抑制したり、ごみが多く出るような商品の購入を避けたりすることもあるで

あろう。一方で、不法投棄や不正規排出、ポイ捨てのようなことが行われることによっ

て、家庭から排出されるごみが減少するとも考えられる。

現在、有料化によるごみの減量に成功している都市は、比較的規模の小さい都市で

あるが、それらと比較して、大都市ではごみ減量のための行動を実行することが困難

であるのかを考えることで、大都市で有料化導入が進まない本当の理由を明らかにし

ていきたい。

田中・吉田（1994）によれば、伊達市を含む北海道の有料化実施3自治体での調査

結果をもとに試算した、有料化によるごみの減量に対する自家焼却や堆肥化の寄与度

は、43、75％となり、有料化によるごみ減量は主としてこれらによるものだったと推

測されている。また、守山市における調査によれば、自家焼却したごみのなかで、紙

の占める割合が約60％であり、残りはプラスチック類や草木類などであったことから、

自家焼却の寄与はさらに大きなものである可能性があると指摘している。守山市では、

有料化導入によって自家焼却を開始した世帯の割合が13％、以前にも増して自家焼却

を行うようになった世帯の割合が14％であったという調査結果も出ている。

このように、有料化導入に際し、ごみの減量のために人々がとった行動のなかで、自

家焼却や堆肥化は大きな割合を占めている。このような行動は大都市においても同様
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に可能なのであろうか。生ごみの堆肥化を促進するために生ごみ処理機購入費用補助

制度が存在する自治体は大都市にも多い。今回インビューを試みた横浜市でもこの制

度は導入されている。また、購入費用も以前と比較して安くなっており、大都市でも

大きな負担を背負うことなく堆肥化を行える状況は整っている。しかし、実際には自

家焼却や堆肥化を行うための土地やスペースを得ることが容易ではなく、したがって、

大都市で有料化が導入されても、自家焼却や堆肥化によってごみの減量に努めること、

ひいてはこれらがごみ減量に寄与する割合は低いと考えられる。

田中・吉田（1994）の調査によると、北海道の有料化実施2自治体では、購買抑制

でごみの減量に努めた人の割合は、5％と20％であった。また、ごみの多く出る商品

の購入を避けることにより対応した人の割合は平均21％であり、両者とも自家焼却や

堆肥化と比較して低くなっている。しかし、大都市においては、自家焼却や堆肥化に

よるごみの減量が困難であるため、逆にこのような方法によって減量に努めなければ

ならない。したがって、大都市で生活する人々が購買抑制やごみの多く出る商品の購

入を避けるという行動に出るような制度の設計が必要である。ところが、それ自体が

非常に難しい作業であるため、大都市における有料化導入が進まない原因となってい

るのだと考えられる。

有料化を実施している自治体における、不法投棄などの正確な量は把握されていな

い。しかし、それを避けるために、大都市での有料化による減量行動として確実に実

行できる方法を確保しておかなければならない。デイオキシン問題が取りざたされて

いる昨今、自家焼却による減量行動を問題視する傾向も見られるため、大都市に限ら

ずあらゆる規模の都市においてこれを考える必要がある。

実行可能な例としては、資源回収を行うことで自治体による受け皿を作ることが挙

げられる。自治体はただ有料化すればよいというのではなく、有料化導入の流れを確

かな形で行うための体制を整える必要があるのである。資源回収だけでなくいくつか

の制度を取り入れ、さらなる受け皿作りの強化を図るべきであろう。
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7．1．3 周辺都市の政策との関連

インタビューを試みた横浜市がその顕著な例でもあるのだが、大都市はその周辺都

市とも密接に関わり合って機能している。したがって、有料化の実施は周辺地域と合同

で行うことが望ましいと考える。安易な不法投棄を防止するためであると同時に、都

市圏全体の健全な発展のためでもある。ごみの減量化により、最終処分場の長期的利

用が可能となったり、新たな処分場を建設する必要性がなくなれば、金銭面でも生活

の安定性の面でも住民の負うコストは小さくなる。今後、それらが大きな魅力となる

ことも予想され、人口の移動の変化を生み出すことも考えられる。また、これと関連

して、都市化の進行状況が変化し、新たな都市問題を発生させる可能性もないわけで

はない。

しかし、実際には、複数都市が合同でごみ問題に取り組むことは困難である。京阪

神圏におけるフェニックス計画が成功したのはごみ排出量の多い大阪に処分場を多く

建設できたからであり、首都圏で同様な計画を実行しようとしても、ごみ排出量の多

い東京には新たな処分場を建設することは不可能であり、結局は千葉などがその様牲

となることが推測されるため、計画自体が成立することはないのである。それだけご

み問題は利害の関わる問題なのである。

首都圏ではごみ問題に関して七都県市首脳会議を開いている。以前、この会議に参

加しているすべての都市合同でデポジット制を導入することが検討された。しかし、結

果的には事業者の負担や効率性、メリットに対するコストの大きさなどの問題に加え

て、首都圏とそのまた周辺都市との境目で、先ほどの周辺都市同士と同様の問題が生じ

るという考えに至り、それを解決することができずにこの試みは中止されてしまった。

周辺地域との区切りを完全になくすためには全国で統一した制度を導入しなくては

ならない。しかし、特に地域による差の大きいごみのような問題に関しては、全国で

統一した制度を導入することは不可能である。東京都をはじめ、大都市では通勤・通

学などによる短時間の人口の流動が非常に大きいことからも、都市圏レベルでの実施

に意味があると考えられる。
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7．2 大都市における有料化の実施

大都市において有料化導入が進まない理由として、都市規模が大きいほど有料化に

対する住民の合意が得られにくく、また、実施後も住民間でのルールが徹底しにくい

こと、行政の管理がしにくいことなどが挙げられることもある。それに対し、新宿区

や目黒区など都心に近い地域でごみの分別収集を住民管理によって行い、成果を示し

ている例などを挙げ、大都市でも住民間でのルール徹底がなされるのだという主張も

ある。

しかし、肝心なことは、有料化の制度が大都市に見合ったものであるということで

ある。先ほども述べたように、大都市においては、自家焼却や堆肥化によるごみの減

量が困難であるため、人々に購買抑制やごみの多く出る商品の購入を避けるというよ

うな行動を促す制度の設計が必要である。そのために有効な価格の設定を、慎重に行

うことが特に重要となってくる。価格が低すぎれば減量効果が表れにくく、逆に高す

ぎれば不法投棄が増加すると考えられるため、その設定は有料化の実施において最も

重量なポイントとなる。大都市での実施に際しては、以上のような理由からも価格設

定の重要性はより一層増してくるのである。

価格設定以外でも、有料化の実施方法において、大都市という特性を考慮すること

が必要である。比較的住民の理解を得やすい実施方法は「一定量無料型」の従量制に

よるものである（図表31）。しかし、無料分の袋やステッカーを世帯ごとに配付する作

業は煩雑さを伴うものである。大都市の人口規模ではその隈界を超えていると考えら

れる。導入時だけでなく、継続的に大都市での実施が可能である方法を採用しなくて

はならない。

66



留表31：家庭ごみの処理費用負担
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8 地方財政面から見た有料化の意義

本節では、これまでとはやや視点を変え、地方財政面から見た、ごみ減量のための

有料化政策の意義について考えていく。

8．1 ごみ処理経費削減による効果

第4節で見てきたように、ごみ処理経費の多くを占めるのはごみの収集・運搬・処

理・処分（人件費を含む）に関する経費であり、その増大が市町村の総歳出に占める

ごみ処理経費の割合を大きくしている。現在、どこの自治体も厳しい財政状況にあり、

ごみ処理予算を大幅に削減することも模索され始めている。

一般的に予算を削減するためには、まず、無駄な経費を省くことが肝要である。で

は、ごみ処理予算内で無駄なものとは何であろうか。ごみ処理経費の多くを占めるの

はごみの収集・運搬・処理・処分に関わる経費であり、それは、ごみが多く排出されれ

ばされるほど増大していくものである。安易なごみの排出のために、現在、ごみ処理

経費は増加の一途をたどっている。つまり、安易なごみの排出が無駄な経費を生んで

いるわけである。さらに、安易なごみの排出が新たな処分場建設やその管理にかかる

経費の必要も生じさせるため、ごみ処理事業トータルとしての経費を増大させている

ことになるのである。ごみの有料化により、この安易な排出を抑制することができれ

ば、ごみ処理経費の削減につながるわけである。

ごみ処理予算は、福祉予算などとは異なり、多ければよいというものではない。住

民の日常生活に支障を来たさない範囲で、最小限に抑えることが望ましいのではない

だろうか。そして、それが危機的財政の圧迫を緩和することにつながるのではないだ

ろうか。

経済的手段である有料化を用いたごみ減量化政策は、長期的に低コストでの実施が

可能である。規制的手段、啓発的手段とは異なり、一般会計からそのコストを負担す

るのではなく、ごみ処理サービスによって効用を得る住民が、ごみの排出量に応じて

コストを負担するためである。したがって、ごみを減量するため、つまり、ごみ処理
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経費を削減するための新たな経費をほとんど必要とせずに、ごみ処理予算を削減する

ことが可能なのである。そして、それによって自治体の財政難を緩和することに役立

てるのである。また、有料化政策が財政難を緩和するということは、この政策の実施

において、その必要性に対する説得力を強めることにもつながるであろう。

8．2 ごみ処理経費削減による減量の好循環

前小節では、ごみ処理経費を削減することによって市町村の財政難を緩和すること、

そして、有料化という経済的手段を用いて削減を行うことは、政策実施のためのコス

トという面から考えても意義があることを述べてきた。

財政難の緩和は、直接に市町村の歳出を削減するということだけではなく、例えば

ごみ処理経費の削減分を必要不可欠な福祉予算に回すことで、全体として歳出を削減

したり、本来なら大幅に歳出が増加するはずだったのを小幅の増加で済ませるという

ことでも達成される。

しかし、実際はごみ処理経費が削減されたからといって、財政難の緩和につながる

わけではない。そこには地方財政の硬直性という問題が存在するのである。ある部門

で経費の削減がなされても、その分の経費を他の部門に回すことはほとんどない。そ

のような状態では財政難の緩和は進まない。だからといって、ごみ処理経費を削減す

る必要まで失わせてしまうことはない。この現状を踏まえて、削減された分の経費を

同じ部門の他の事業に用いる方法を考えればよいのである。

ごみに関する他の事業のために、この削減した分の経費を用いることはできないだ

ろうか。その一つの選択肢として、ここでは次のものを提案する。

ごみの有料化によって削減した経費を減量化推進のための経費に回すのである。ご

みの減量化推進のための事業とは、これまでも述べてきたようにリサイクルセンター

の設置など、減量のための行動を支える受け皿の整備も含まれている。しかし、ここ

ではそれにとどまることなく、資源循環型システムの構築という、より広い視野に立っ

た事業を提案していきたい。
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資源循環型システムとは、再利用（Reuse）や再資源化（Recycle）した商品を消費者

が購入し、利用してはじめて成り立つ。現在もその構築に努力しているわけだが、最

も重大な問題は、資源ごみとして古紙や空き缶、空きびん、ペットボトルを回収して

もその利用が促進されないことである。

一時期、古紙に関しては、景気減退の影響による古紙の発生減、収集減と、新たに

教科書類に古紙を用いるようになったことなどの影響による需要急増で、古紙の価格

が上がったこともあった。ペットボトルに関しても、繊維製品への利用に目処がついた

ことなどからその需要が急増した。しかし、ペットボトルに関しては技術開発も販路

開発も手探り状態から抜け出せないため、この傾向に安んずることはできない。また、

これらの価格が安定しなければ資源循環型システムを滞らせる原因にもなってしまう。

さらに、資源循環型システムを確実に定着させるためには、これらの特殊の需要で

はなく生産者一般の需要を促すことが必要である。生産者はこれらを利用しない理由

を、消費者がリサイクル商品などを購入しないためであると主張する。ならば、消費

者が進んでリサイクル商品を購入するための取り組みが必要である。消費者がリサイ

クル商品を購入しない原因は価格の高さにあると考えられる。それを緩和するために、

リサイクル商品に補助金を出すことが考えられる。ここでも、前節における「周辺都

市の政策との関連」と同様な問題が生じるため、工夫は必要だが、その補助金のため

の経費に、ごみ処理経費の削減分を用いることがその有効な使い途ではないだろうか。

これは、ごみを多く出さない商品に対して補助金を出すことにも同様にあてはめて

考えることができる。つまり、ごみの減量に寄与する商品の普及を促進するために、ご

み減量によって削減された経費を用いるのである。そうすることによって、資源循環

型システムの定着にとどまらず、この事業がごみの減量化をさらに進め、その財政面

での軽減が新たな減量政策につながるという、ごみ減量の好循環が生まれるのである。
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9 有料化の問是点とその考察

9．1 これまで挙げられてきた問逢点

これまで、ごみの有料化の問題点として「税の二重取りになる」「逆進的である」「不

法投棄が増加する」「持続性がない」ということが挙げられている。また、有料化が直

接引き起こす問題ではないが、「大量消費・大量廃棄型の経済構造の変革につながると

は限らない」「事業系一般廃棄物の有料化の徹底・料金の適正化をまず図るべき」「リ

サイクルの需給ギャップなどのリサイクル問題の解決が先」ということも指摘されてい

る。そこで、これらの問題点について考えていくこととする。

まず、税の二重取りに関する問題であるが、ごみ処理サービスは税金により賄われ

るべきであるのに、ごみ処理手数料を新たに徴収するという有料化政策は、確かに税

の二重取りと指摘されてもおかしくはない。手数料は通常、一般財源に含められるた

めである。しかし、有料化の実施方法によってはそれを避けることができる。有料化

の分類のなかの「一定量無料型」の従量制がそれである。この方法は、無料とされる

一定量のごみに関しては従来通り税金を使って処理をし、それを超える部分に対して

課税するわけであるから、税の二重取りではなく、有料化導入前までの状態が費用不

払いであったのだと考えられる。

次に、逆進性であるが、これももっともな意見ではある。しかし、所得が消費に影

響し、消費が廃棄に影響するのであれば、所得の少ない人は廃嚢も少なくなる。また、

「一定量無料型」などは、所得の少ない人が廃棄するごみ量程度を無料と設定すること

も可能である。この方法は、一定量を超える部分に課税することが目的であるため、廃

棄量の少ない低所得者に対しての配慮がなされるとも考えられる。

やはり有料化の最大の問題点は不法投棄である。不法投棄に関して量的に正確な把

握はなされていない。しかし、平成5年に環境庁が発表した『リサイクル関連施策市

区町村調査結果報告書』によると、有料化導入によって不法投棄が増加したと答えた

自治体は約3割であった。不法投棄するためのコストがごみ処理手数料というコスト
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を下回ったときに不法投棄は発生し、問題化する。不法投棄の防止には有料化に対す

る住民の理解が不可欠であるが、行政による、ごみ減量のための行動を支える受け皿

の確保も大きな意味を持つ。さらに、制度を設計する時点で、地域特性に応じた価格

設定を慎重に行うことも必要である。これらが整わない状態で有料化の実施を開始す

ると、不法投棄の問題が生じるのである。

また、持続性の問題も有料化の導入には大きく影響するものである。これは、有料

化導入直後はごみ減量効果が顕著であっても、しばらくするとごみ排出量が元に戻る

という指摘である。確かにこれまでに有料化を実施し、成功した事例においても、時

間が経過するにしたがって、有料化制度に慣れが生じ、ごみ排出量も横ばい、あるい

は微増傾向が見られる。しかし、生産者例の姿勢の改善や行政側の受け皿整備が進ま

ない状況では、住民によるごみ減量行動にも限度がある。また、ごみ排出量が元に戻

るといっても、有料化を実施しなかった場合に排出されると予想された量と比較して、

常に同じ減量幅を保っていれば、減量効果は持続していると考えられる。有料化を実

施しなかった場合のごみ排出予想量は年を追うごとに増加していくはずであるからで

ある。さらに、もしその幅が縮まっていったとしても、好景気や経済成長の影響で人々

の生活が豊かになり、ごみ処理手数料に対するコスト意識が低下すれば、それは当然

のことである。好景気や経済成長によってごみ排出量が増加したということは、有料

化を行わなかった場合の排出予想量への訂正をも必要とし、それを行った上で同様の

幅でごみが増加しているのであれば、有料化の持続性は保持されていると考えてよい

のである。ごみ排出量を規定する要因は多岐にわたる。地域によっては非常に特珠な

要因の影響を受けていることもあるため、政策担当者はそれを把握するよう努力する

必要がある。

これら以外に指摘されていた「大量消費・大量廃嚢型の経済構造の変革につながる

とは限らない」「事業系一般廃棄物の有料化の徹底・料金の適正化をまず図るべき」「リ

サイクルの需給ギャップなどのリサイクル問題の解決が先」という点に関しては、これ

まで述べてきた通りである。最初の問題に対しては、ごみを有料化したからといって
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それが直接、経済構造の変革につながるわけではない。しかし、インセンティブ効果

を持つこの方法は、人々にその変革につながる行動を促す可能性は十分備えているの

ではないだろうか。次の問題に関しては、指摘は当然なことではあるが、事業系ごみ

の有料化や料金の適正化だけを徹底しても、家庭ごみへの混入割合が増加する可能性

が高いことや、事業系ごみと家庭ごみの排出源が異なることを考えると事業系ごみに

固執する必要はないと考えられる。さらに、最後の問題に対しては、第8節で提案し

たような方法を用いることによって、同時に解決することも可能だと考える。

9．2 消費者に対する負担増大と生産者への対応

家庭ごみの有料化は消費者に対する課税である。一方で、生産者にはどのような対

応を行っているのだろうか。消費者がごみを多く出さない商品を求めても、それに見

合った商品が製造・販売されていないのであれば、消費者が桟牲になるだけである。

環境先進国であるドイツでは、1991年に包装廃棄物に関する政令を制定した。そこ

では、企業が生き残りや発展のための努力をすることによって開発が進められるよう

に、過剰包装やリサイクルしにくい材質の利用が企業コストに跳ね返るような制度を

設定することによって（図表32）、うまくインセンティブを与えている。企業努力によ

り容器包装削減商品やリサイクルしやすい商品の開発が進めば、負担金が滅少する仕

組みを備え、同時に容器包装も減少する。これを家庭ごみの有料化と同時に実施した

ため、包装容器が削減された商品の売れ行きは好調となり、企業の努力が報われるよ

うになっている。

日本においては、家庭ごみの有料化と企業への課税を同時に実施することはもとよ

り、企業に課税することも先ほど述べた非合理的な理由で困難であると考えれる。し

かし、家庭ごみの有料化を導入することで、そのインセンティブ効果により、消費者

が多くごみを出さない商品を選んで購入するようになれば、生産者もそのような商品

を製造するようになるであろう。
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図表32：重量によって課金される包装材1kg当たりの料金

（単位：マルク）

（出典）日本貿易振興会（ジェトロ）（1999）
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10 家庭ごみ有料化政策のあり方

明治時代、ごみ処理は有料で行われており、家の間口ごとに手数料を徴収していた。

しかし、伝染病の流行に伴い、保健衛生上の問題としてごみ処理は市町村の義務とな

り、自治体による直接の収集・処理体制が確立されていった。このような経緯から、こ

れまで、ごみ処理は無料で行われることが前提となっていた。しかしながら、ライフ

スタイルの変化によりごみの排出量が急増し、一方で最終処分場の残余年数が減少し

続ける現状を鑑みると、将来の生活を安定したものとするためにも、ごみ減量化のた

めの有料化政策は必要不可欠な状態である。

これまで、有料化政策の有効性についてあらゆる面から考えてきたが、それらによ

ると、ごみの減量化のためには有料化が効果的であるとともに、効率的であるのは明

らかである。問題は、それをどのように導入するかである。

実際に有料化を導入するときにはどのようなことに留意するべきなのだろうか。

何よりも重要なことは、住民の理解を得ることである。そして、住民の理解を得る

ためには、有料化を導入する目的を明確にし、地域特性に見合った制度を導入するこ

とが必要である。また、価格の決定プロセスや有料化の導入に踏み切った経緯などを

明らかにすること、有料化の導入に際して、住民の意見を採り入れることも理解を得

ることにつながる。本格的な導入前にモデル地区での試験的導入を行うことは、地域

特性に見合った制度の導入や、住民の意見を取り入れる機会としても意義のあること

であろう。

有料化を成功させるために、導入にあたって市の職員が連日連夜、自治会を回り、住

民に直接説明を行った自治体もある。また、有料化が実施されてからは、軌道に乗るま

での期間、ルールの徹底のために職員が早朝指導を行うなどの対応をとった市もある。

さらに、有料化が実施されてから後も、制度がその地域での実態にそぐわない場合

は、制度の見直しを行う必要がある。一度決定し、実施が開始された制度は即座に変

更されないのが一般的ではあるが、ごみという日々の生活に直結した問題に関しては、
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柔軟的な対応が住民の協力を得るためには不可欠である。

第4節でも用いた、平成6年に厚生省が行ったごみに関する意識調査によると、家

庭ごみの処理経費負担は、「市町村の公共サービスとして税金のなかで負担すべきだ」

という人が37．3％に上った（図表31）。また、有料化を導入するべきだと答えた人の

なかでも、望ましいと考える方法は様々である。この現実を十分に認識した上で住民

の理解と協力を得られる制度を決定していくべきだが、その作業は決して容易なもの

ではない。しかし、だからといって有料化を導入しないのでは、いつまでたってもご

みの減量は実現せず、将来的にその市や住民が高いコストを負うことになるのである。

有料化政策は、ともすると住民の反発を買う政策であり、同時に住民の協力なしで

はその目標を達成できない政策である。これまで繰り返し述べてきたように、その地

域特性に見合った実施方法を十分に検討するとともに、導入と実施に対して住民の理

解を得るために、自治体職員も真撃な態度をもって取り組むことが望まれる。そして、

有料化政策をはじめとする経済的手段だけではなく、規制的手段、啓発的手段による

政策も組み合わせることによって、より有効で理解されやすいごみ減量化政策を築き

上げていくべきである。

2000年からは、容器包装リサイクル法もプラスチックや紙など新たな項目を加えて

再スタートする。ごみ問題について、人々に訴えかけ、考えさせるよい機会である。ご

み問題は、「今」有効な政策をとらなければ、取り返しのつかない問題となってしまう。

そのことを十分に認識した上で、その政策の実行に向け早急に議論を開始するべきで

ある。
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